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第１章 総論

Ⅰ 倉吉市障がい者プラン策定にあたって

１ 倉吉市障がい者プラン策定の趣旨

倉吉市では、平成９年に「障害者基本法」に基づく市町村における障害者のための

施策に関する基本的な計画として、「倉吉市障害者福祉計画」を策定し、各種の福祉

施策を推進してきました。以後施策の見直しに伴って平成 16 年 3 月「倉吉市障害者

福祉計画」を改定し、平成 19 年 3 月には「倉吉市障がい者福祉計画」として見直し、

障がいの有無に関わらず、誰もが安心して生活でき、互いに個性と人格を尊重しあい、

自分に誇りをもって、住みなれた地域で安心していつまでも生活できる共に生きる社会

（ノーマライゼーション社会）の実現を目標に掲げ、施策を推進してきました。

また、障害者総合支援法に基づく、障害福祉サービス、相談支援事業及び地域生

活支援事業の提供体制の確保に関する計画として、本市では平成 19 年 3 月に「倉吉

市障がい福祉計画（第１期）」（平成 18 年度～20 年度）、平成 21 年 3 月に「同計画

（第２期）」（平成 21 年度～23 年度）、平成 24 年 3 月に「同計画（第３期）」（平成 24

年度～26 年度）、平成 27 年 3 月に「同計画（第４期）」（平成 27 年度～29 年度）、平

成 30 年 3 月に「倉吉市障がい福祉計画（第 5 期）及び倉吉市障がい児福祉計画（第

1 期）」（平成 30 年度～令和 2 年度）を策定しました。

この間には、倉吉市障がい者地域自立支援協議会、中部圏域障がい者地域自立

支援協議会、倉吉市障がい者虐待防止センターを設置するなど、共生社会の実現に

向けた基盤整備をすすめてきました。

国においては、国際連合の「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」の批

准を目的とした（平成 26年 1月批准）障害者施策の抜本的な改革を行い、これまでに

「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」の制定（平成

23 年 6 月公布）や「障害者基本法」の改正（平成 23 年 8 月公布）、「障害者自立支

援法」（平成 18 年 4 月施行）を改正した「障害者総合支援法」が平成 25 年 4 月に施

行されました。同月には、「障害者優先調達推進法」も施行されています。さらに同年

6 月には、障がいのある人への差別的取扱を禁止し、公的機関に必要な配慮を義務

づける「障害者差別解消法」が成立しています。

このような、障がい者施策における大きな法制度の改革や市民ニーズ等の社会情

勢、本市の障がい者施策の実施状況を踏まえて、「障害者基本法」及び「障害者総合

支援法」に基づき、「倉吉市障がい者計画」及び「倉吉市障がい福祉計画」を見直し、

平成 27 年 3 月に両計画を包含する一体的な計画（倉吉市障がい者プラン）として策

定しました。さらに平成 30 年 4 月の「児童福祉法」の改正に伴い、「市町村障害児福

祉計画」の策定も義務づけられましたので、「倉吉市障がい児福祉計画（第 1期）」をあ

わせて策定しました。

また、令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、新たな生活形態

が広がり、障がい者の支援についても、様々な変更を余儀なくされることとなりました。

このような中、「倉吉市障がい福祉計画（第 6 期）及び倉吉市障がい児福祉計画

（第 2 期）」を策定し、令和 3 年度から 5 年度までの障害福祉サービスの見込量などを

推計し、その見込量の確保のための方策を定めます。
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本市では、「障害者」の表記における「害」という漢字のひらがな表記について、平成

19 年 3 月策定の「倉吉市障がい者計画」において、「障害」を「障がい」と表記すること

としました。「障害」の「害」の字には、「悪くすること、わざわい」などの否定的な意味が

あり、障がいのある人にとって不快感を与えることなどからひらがな表記とし、生活環境

や社会環境を整えていくことで、誰もがその人らしく暮らせる社会づくりを目指し、障が

いのある人を取り巻く社会の意識をかえていくものです。「障害」という言葉が単語ある

いは熟語として用いられ、前後の文脈から人や人の状態を表す場合は、ひらがな表記

とし、法令や法令に基づく制度の名称などの漢字表記や固有名称は、そのまま漢字

表記とします。

２ 倉吉市障がい者プランの位置づけ

○「倉吉市障がい者計画」は、「障害者基本法」第 11 条第 3 項の規定による「市町村

障害者計画」として、本市における障害者施策全般にかかる理念や基本的な方針、

目標を定めた計画です。

○「倉吉市障がい福祉計画(第 6 期)」は、「障害者総合支援法」第 88 条に規定による

「市町村障害福祉計画」として策定するものであり、今後本市がすすめていく障害福

祉サービス、相談支援事業及び地域生活支援事業提供体制の確保に関する計画

です。「倉吉市障がい者計画」に定める生活支援に関する事項について 3 年ごとの

実施計画の位置づけとなります。

○「倉吉市障がい児福祉計画（第 2 期）」は、「児童福祉法」第 33 条の 20 の規定によ

る「市町村障害児福祉計画」として策定するものであり、今後本市がすすめていく障

害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する計画です。本市

では、「障がい福祉計画」と一体のものとして作成します。

○これらの計画は、鳥取県の「鳥取県障がい者プラン」（平成 27 年度～令和 5 年度）

と連携を図りすすめていきます。また、本市の「第 12 次倉吉市総合計画」(令和 3 年

度～令和 12 年度)を上位計画とし、倉吉市総合計画における「地域共生社会のま

ちづくり」の実現に向け、「倉吉市地域福祉推進計画」をはじめとする他の関連計画

との整合性を踏まえ、策定するものです。
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【根拠法令】

根

拠

法

【障害者基本法】

第 11 条 政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画

（以下「障害者基本計画」という。）を策定しなければならない。

２ 都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県におけ

る障害者の状況等を踏まえ、当該都道府県における障害者のための施策に

関する基本的な計画（以下「都道府県障害者計画」という。）を策定しなけ

ればならない。

３ 市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするととも

に、当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障

害者のための施策に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」とい

う。）を策定しなければならない。

【障害者総合支援法】

第 88 条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービス、相談支援及び地

域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画（以下「市町村障害福祉計

画」という。）を定めるものとする。

２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 各年度における指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必

要な量の見込み

二 前号の指定障害福祉サービス又は指定相談支援の種類ごとの必要な見込

量の確保のための方策

三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項

四 その他障害福祉サービス、相談支援及び市町村の地域生活支援事業の提

供体制の確保に関し必要な事項

内

容

等

次の分野に関する障がい者施策に係る総合的な計画 （国の障害者基本計画より）

①生活支援

②保健・医療

③教育、文化芸術活動・スポーツ等

④雇用・就業、経済的自立の支援

⑤生活環境

⑥情報アクセシビリティ（※１）

⑦安全・安心

⑧差別解消及び権利擁護の推進

⑨行政サービス等における配慮

根

拠

法

【児童福祉法】

第 33 条の 20 市町村は、基本指針に即して、障害児通所支援及び障害児相談支

援の提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施

に関する計画（以下「市町村障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。

２ 市町村障害児福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する

事項

二 各年度における指定通所支援又は指定障害児相談支援の種類ごとの必要な見

込量



4

３ 倉吉市障がい者プランの期間

○「倉吉市障がい者計画」は、平成 27 年度から令和 5 年度までの 9 年間とします。

○「倉吉市障がい福祉計画（第 6 期）」は、令和 2 年度に数値目標を定め、令和 3 年

度から令和 5 年度までの 3 年間を第 6 期計画として策定します。

○「倉吉市障がい児福祉計画（第 2 期）」は、令和 2 年度に数値目標を定め、令和 3

年度から令和 5 年度までの 3 年間を第 2 期計画として策定します。

４ 倉吉市障がい者プランの推進体制

(1)地域との連携

市民、障がい者・家族等、障がい者関係団体、障害福祉サービス事業者、医

療機関、企業、民生児童委員、地域団体、市社会福祉協議会等との連携を図り

ます。

(2)庁内の推進体制

障がい福祉施策については、福祉、保健、医療、教育、人権、就労など全庁的

な取組が必要なことから、関係部課相互の連携を図るとともに庁外関係機関との

連携を強化し、総合的な施策の検討に努めます。

(3)国・県・圏域との連携

国・県との整合性を図りながら適切な施策展開を図ります。また、効果的なサー

ビス調整や基盤整備、就労支援など広域的な課題や共通する問題に適切に対

応できるよう県中部圏域での連携を図ります。

(4)計画の進行管理

計画の着実な実行に努めるため、３つの計画の進捗状況を倉吉市障がい者計

画及び障がい福祉計画等策定委員会において毎年度把握するほか、３年ごとの

「障がい福祉計画」及び「障がい児福祉計画」の見直しに併せ、「障がい者計画」

の見直しの必要性についても検討します。

年 度
１８ １９ ２ ０ ２ １ ２ ２ ２ ３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２ ８ ２ ９ ３ ０ R１ R２ R３ R４ R５

倉吉市障がい者計画 倉吉市障がい者計画

倉吉市障害者計画
見直し

倉吉市障がい者プラン

市障がい

福祉計画

(第 4 期 )

市障がい

福祉計画

(第 5 期 )

市障がい

福祉計画

(第 6 期 )

市障がい

福祉計画

(第 1 期 )

市障がい

福祉計画

(第 2 期 )

市障がい

福祉計画

(第 3 期 )

市障がい児

福祉計画

(第 1 期 )

市障がい児

福祉計画

(第 2 期 )
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第２章 倉吉市障がい者計画

Ⅰ 倉吉市における障がい者の現状

●障がい者数の推移

１ 身体障がい者の状況

●身体障害者手帳所持者数の推移（障がい別） (人)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 年度

人

身体

療育

精神

精神通院

障害区分 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ2９年度 Ｈ30 年度 R1 年度

視覚 １４１ １２９ １３９ １４０ １４１ １４０ １３９ １４４

聴覚 １７４ １７３ １７２ １７０ １７７ １７３ １７３ １７２

平衡機能 ２ ２ １ ２ ２ 2 ２ ２

音声・言語 ３７ ３３ ３４ ２７ ２４ ２１ ２２ ２２

肢体不自由 １,２０３ １,１８４ １,１６０ １,１２６ １,１２３ １,０６２ １,０５０ １,０１９

肢体脳原性 ３７ ３６ ３４ ３４ １３ ２５ ２６ ２５

心臓 ３６０ ３５４ ３５１ ３４９ ３５７ ３６０ ３８２ ３９６

じん臓 １２５ １２０ １２１ １２２ １２８ １３０ １４２ １５１

呼吸器 ３３ ２８ ２５ ２４ ２４ ２３ ２７ ２５

膀胱・直腸 ９８ ９９ ９６ ９５ ９４ １０１ １１１ １０４

小腸 １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０

肝臓 ３ ２ ２ １ ２ ２ ３ ４

免疫 ０ ０ ０ ２ ２ ２ ２ ２

合計 ２,２１２ ２,１６１ ２,１３５ ２,０９２ ２,０８７ ２,０４１ ２,０７９ ２,０６６
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●身体障害者手帳所持者数の推移（等級別） (人)

●身体障害者手帳所持者数の推移（年代別） (人)

○身体障害者手帳の所持者の平成 24 年度から令和元年度までの推移を見ると、や

や減少傾向にあります。

○令和元年度の障がい別の割合は、肢体不自由が 1,019 人（49.3％）と最も多く、次

に心臓が 296 人（14.3％）となっています。

○令和元年度の等級別では、１・２級の重度障がい者が 1,002 人で全体の 48.4％とほ

ぼ半数を占めています。

○令和元年度の年代別では、65 歳以上が 1,597 人で全体の 77.2％と高くなっていま

す。

区分 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

1 級 ７２７ ６９９ ６８４ ６９１ ６８７ ６８０ ７０９ ７２９

2 級 ３２８ ３１５ ３０９ ３０２ ２８８ ２７８ ２７７ ２７３

3 級 ３４８ ３４６ ３４９ ３３６ ３２４ ３０７ ３０８ ３０４

4 級 ５３８ ５３８ ５３２ ５１４ ５２５ ５０８ ５２１ ５０８

5 級 １１６ １０８ １０９ １０４ １１０ １０８ １０４ ９８

6 級 １５５ １５５ １５２ １４５ １５３ １６０ １６０ １５４

合計 ２,２１２ ２,１６１ ２,１３５ ２,０９２ ２,０８７ ２,０４１ ２,０７９ ２,０６６

年齢 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

17 歳以下 ３３ ３４ ３１ ２９ ２５ ２９ ２９ ２９

18 歳以上

64 歳以下
５７８ ５３６ ４８６ ４８８ ４７０ ４６５ ４６０ ４４０

65 歳以上 １,６０３ １,５９１ １,６１８ １,５７５ １,５９２ １,５４７ １,５９０ １,５９７

合計 ２,２１２ ２,１６１ ２,１３５ ２,０９２ ２,０８７ ２,０４１ ２,０７９ ２,０６６

0

500

1,000

1,500

2,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 年度

人

17歳以下

18歳以上
64歳以下

65歳以上
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２ 知的障がい者の状況

●療育手帳所持者数の推移（等級別） (人)

●療育手帳所持者数の推移（年代別） (人)

○療育手帳所持者数の平成 24 年度から令和元年度までの推移を見ると、毎年少し

ずつ増加して特に 65 歳以上の占める割合が年々高くなっています。

○令和元年度の等級別では、B の中軽度障がい者は 386 人で、平成 24 年度と比べ

ると 10.2％の増加となっています。

３ 精神障がい者の状況

●精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（等級別） (人)

0

100

200

300

400

500

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 年度

人

17歳以下

18歳以上
64歳以下

65歳以上

区分 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

A １７４ １７８ １７６ １７４ １７５ １８２ １８２ １８４

B ３５０ ３６０ ３７４ ３７９ ３８６ ３７７ ３８３ ３８６

合計 ５２４ ５３８ ５５０ ５５３ ５６１ ５５９ ５６５ ５７０

年齢 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

17 歳以下 ７７ ８５ ８６ ７４ ５９ ６０ ５６ ５３

18 歳以上

64 歳以下
３６５ ３６１ ３６７ ３７７ ３９０ ３９１ ３９４ ３９５

65 歳以上 ８２ ９２ ９７ １０２ １１２ １０８ １１５ １２２

合計 ５２４ ５３８ ５５０ ５５３ ５６１ ５５９ ５６５ ５７０

区分 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

1 級 ４８ ５１ ５１ ５１ ４２ ４６ ４８ ４５

2 級 ２６６ ２９０ ２９３ ３２２ ３２１ ３６３ ３８７ ３７２

3 級 ４６ ４７ ４８ ５３ ５８ ６９ ７７ ７８

合計 ３６０ ３８８ ３９２ ４２６ ４２１ ４７８ ５１２ ４９５
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●精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移（年代別） (人）

○精神障害者保健福祉手帳所持者数の平成 24 年度から令和元年度までの推移を

見ると、37.5％の増加となっています。

○令和元年度の等級別では、２級の中度障がい者は 372 人で、平成 24 年度と比べる

と 39.8％の増加となっています。

●自立支援医療受給者数の推移（精神通院） (人）

○自立支援医療受給者数の平成 24 年度から令和元年度までの推移を見ると、

14.6％の増加となっています。

４ 発達障がい者の状況

●発達障がいと診断された幼児・児童・生徒在籍者数の推移（県内）

（※出典：鳥取県教育委員会特別支援教育課） (人)

0
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H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 年度

人

17歳以下

18歳以上
64歳以下

65歳以上

年齢 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

17 歳以下 ３ ４ ３ ５ ６ ９ １４ １３

18 歳以上

64 歳以下
２８８ ３０３ ３０８ ３３６ ３２７ ３７５ ４００ ３８３

65 歳以上 ６９ ８１ ８１ ８５ ８８ ９４ ９８ ９９

合計 ３６０ ３８８ ３９２ ４２６ ４２１ ４７８ ５１２ ４９５

Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

自 立 支援医

療受給者
８１９ ８５３ ８５９ ８８０ ８９５ ９０９ ９３５ ９３９

Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 R1 年度

幼稚園

保育所
１７２ ２０１ ２０３ １６６ １５６ １８１ １８９ １４４

小学校 １,１８４ １,３１４ １,３６７ １,５１６ １,６３３ １,６６８ １,６７５ １,６９１

中学校 ４５７ ５５１ ６５５ ７２７ ７９４ ８９７ ９７６ ９７７

高等学校 ２１３ ２４７ ２５１ ２９１ ３５１ ３９１ ４８８ ５３１

合計 ２,０２６ ２,３１３ ２,４７６ ２,７００ ２,９３４ ３,１３７ ３,３２８ ３,３４３
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平成 17 年 4 月 1 日に「発達障害者支援法」が施行され、発達障がいのある人へ

の支援の必要性について規定されました。この「発達障害者支援法」においては、

発達障がいを自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、

注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能障害であってその症状が通常低

年齢において発現するものとしています。

※自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害は本質的には同じひとつの障がい単

位だと考えられて、近年は、自閉症スペクトラム障がいと言う場合が増えてきています。

発達障がいのある人の数は把握できませんが支援の必要な人の割合は約 10％

程度あると言われています。県内の発達障がいと診断された幼児・児童・生徒の数

は年々増加傾向にあります。

平成 23 年 7 月に発達障がいは精神障がいに含まれることになり、精神障害者保

健福祉手帳を取得することができるようになりました。

発達障がいは見えない障がいと言われており、一見しただけでは気づかれません。

しかし適切な対応がなされなかった結果、家庭、学校、地域でのトラブルや不登校、

ひきこもり、うつ病等二次障がいがおこることもあり、早期発見と適切な対応、生涯を

通した一貫した支援体制の整備が必要です。

また、平成 28 年に「発達障害者支援法」が改正されました。発達障がい者の支援

の一層の充実を図るためにきめ細やかな支援体制を構築していきます。

５ 障がいのある子どもの状況

●特別支援学級の設置状況 (人)

0

500

1,000

1,500

2,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 年度

人
幼稚園・保
育園

小学校

中学校

高等学校

Ｈ３０年度 R1 年度 R2 年度

小学部
学級数 ３３ ３７ ４０

児童数 １０４ １１７ １４５

中学部
学級数 １６ １８ １９

生徒数 ７１ ７７ ７５

合計
学級数 ４９ ５５ ５９

児童・生徒数 １７５ １９４ ２２０
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●特別支援学級の内訳

小学校特別支援学級 (人)

中学校特別支援学級 (人)

（※出典：倉吉市学校教育関係要覧 各年度 5 月 1 日現在）

児童生徒一人ひとりの教育的ニーズや障がいの種類に応じた創意ある教育課程

の編成と指導方法の工夫改善を行い、個々の発達と自立に向けた教育活動と生涯

にわたる一貫した支援の充実に努めます。

６ 難病患者等の状況

●特定疾患医療受給者証（※鳥取県調べ） (人)

○特定疾患医療受給者証所持者数の平成 24年度から令和元年度までの推移を見ると、

やや減少しています。

●小児慢性特定疾患医療受給者数の推移（※鳥取県調べ） (人)

○小児慢性特定疾患医療受給者数の平成 24年度から令和元年度までの推移を見ると、

ほぼ横ばいとなっています。

区分 Ｈ３０年度 R1 年度 R2 年度

知的障がい特別支援学級 ４７ ５５ ６５

自閉症・情緒障がい特別支援学級 ４８ ５２ ６９

肢体不自由特別支援学級 ２ ２ １

病弱特別支援学級 ３ ５ ６

聴覚特別支援学級 ４ ３ ３

言語特別支援学級 ０ ０ １

合 計 １０４ １１７ １４５

区分 Ｈ30 年度 R1 年度 R2 年度

知的障がい特別支援学級 ２５ ２６ ２４

自閉症・情緒障がい特別支援学級 ４４ ４７ ４６

肢体不自由特別支援学級 ０ ０ １

病弱特別支援学級 ２ ４ ４

聴覚 特別支援学級 ０ ０ ０

言語特別支援学級 ０ ０ ０

合 計 ７１ ７７ ７５

Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度

特 定 疾 患 医

療受給者
３７６ ４０２ ３７６ ３８５ ３６８ ３１８ ３２７ ３４６

Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 Ｈ28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度

特定疾患医

療受給者
３４ ３４ ３３ ３３ ３２ ３３ ３６ ３７
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●難病

原因不明で治療方法未確立であり、かつ後遺症を残すおそれが少なくない疾

病です。経過が慢性にわたり、単に経済的な問題のみならず、介護等に人手を要

するために家庭の負担が重く、また精神的にも負担の大きい疾病です。医療面の

負担軽減や福祉サービス及び就労支援の充実が課題となっています。

平成 27 年 1 月 1 日から医療費助成の対象疾病が 110 疾病、平成 27 年 7 月

から 306 疾病、平成 29 年 4 月から 330 疾病、平成 30 年 4 月に 331 疾病、令和

元年 7 月に 333 疾病に拡大されました。

「障害者総合支援法」により平成 25 年 4 月から難病も障害福祉サービスの対象

に含まれるようになり、130 疾病が対象でしたが、平成 27 年 1 月から 151 疾病、平

成 27 年 7 月から 332 疾病、平成 29 年 4 月から 358 疾病、平成 30 年 4 月から

359 疾病、令和元年 7 月に 361 疾病に拡大されました。

鳥取大学医学部附属病院に難病患者やその家族が療養生活を送る上で感じ

る不安や悩みを解決し、精神的負担の軽減を図るため、各種相談業務を行う難病

相談･支援センターが設置されています。

中部総合事務所福祉保健局で実施されている難病患者地域支援対策推進事

業と連携を図っていきます。
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７ その他の障がい者の状況

●てんかん

脳の神経の一部が活発に活動しすぎるために、てんかん発作がくり返しおきる病

気です。てんかん発作は、神経の機能（はたらき）に対応した症状が現れます。身

体の一部あるいは全身がけいれんしたり、また意識だけが失われるなど症状は様々

です。

てんかんのある方は、100～200 人に 1 人（日本全体で 60 万人～100 万人）と言

われています。遺伝病ではなく、乳幼児から高齢者のいずれの年齢層でも発症す

る身近な病気で、抗てんかん薬や脳外科治療などによって大部分の発作は抑制

することができます。しかし、発作がおきることの不安から新しいことへの挑戦をあき

らめたり、ひきこもりになりがちです。周囲が病気の特性を理解することや継続的な

サポートが必要です。

また差別や誤解、偏見が問題になりやすいため、正しい情報の啓発をすすめま

す。

●高次脳機能障がい

人間の脳には、体を動かしたり、見たものや聴いたものを直接感じる一次脳と、そ

れらの様々な情報を互いに伝えあう高度な働きをする高次脳とがあります。

交通事故などの頭部外傷や脳出血・脳梗塞などの脳血管疾患、その他の病気

により高次脳に損傷がおきると記憶力や注意力の低下、物事の手順がわかりにくい、

感情のコントロールが難しい、自分の障がいが自分でわからないなどの状況がおこ

ります。

外見からはわかりにくいため、日常生活で本人や家族が困っていることを周囲の

人が理解することが必要です。

鳥取県高次脳機能障がい者支援拠点機関 野島病院高次脳機能センターに

支援コーディネーターが 1 名配置されており相談活動等を行っています。また、中

部地区に家族会があり、研修会や定例会等活動を行っています。これら関係機関

との連携を図ります。

●依存症

快楽を得るために依存している物質（アルコールや薬物など）や行為をやめようと

思っていてもやめられない状態をいいます。アルコール、薬物、たばこなどの物質に

依存する物質嗜癖（しへき）のほか、ギャンブル、買い物、仕事などに依存するプロ

セス嗜癖（しへき）などがあります。自分の力だけでは依存を断ちきるのは困難です。

依存症は病気であり、身体的、家族的、社会的に様々な問題が生じています。

個人の問題だととらえて治療に対する周囲の理解が得られにくい現状がありま

す。

医療機関での治療で回復はみられても完全に治る事はなく、断酒会等の自助グ

ループなどへの参加が重要です。

「鳥取県薬物の濫用の防止に関する条例」を踏まえ、薬物の濫用の防止に関す

る知識と理解を深め、薬物の摂取による健康及び安全に対する被害を生じさせな

いよう啓発します。
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Ⅱ 計画の目標と施策の基本的な方向

１ 目標

障がいのある人の社会参加や自己実現を阻んでいる社会的な障壁を除去し、障が

いの有無に関わらず、誰もが安心して生活でき、互いに人格と個性を尊重し合いなが

ら、相互理解を深め、支え合うことができる「共に生きる地域社会の構築」を目指しま

す。

２ 施策の基本的方向

（１）人権の尊重

障がい者施策は人権施策ととらえ、「障害者差別解消法」の理念を尊重し、障が

いのある人やその家族に対する差別や偏見を無くし、合理的配慮のもと一人ひとり

の権利や尊厳を守り、自らの意志決定ができるための支援を行い、互いに人権を尊

重しあえる社会を構築するため啓発活動を推進します。

（２）障がいのある人の自立と自律

障がいのある人が自らの生活や生き方について、必要な支援を受けながら自己選

択・自己決定し、地域のあらゆる活動に参加でき、地域社会の構成員としても責任

を担える体制を整備します。

（３）継続性のある支援

地域の中で尊厳のある一人の人間として生活できるよう利用者本位のサービス提

供体制の整備に努め、乳幼児期から学齢期、青年期、成人期、壮年期、高齢期ま

で、ライフステージや障がいの特性に応じて、継続性のある支援を行います。

（４）ユニバーサルデザイン化の推進

道路、施設、交通等のユニバーサルデザイン化を進めるとともに、全ての人が暮ら

しやすいユニバーサルデザイン（※２）のまちづくりに努めます。また、防災や防犯対

策の充実も図り、安心安全な地域社会づくりに努めます。

（５）連携による施策の総合的な推進

「共に生きる地域社会」の構築を目指して、障がいのある人をはじめ、地域住民、

障がい者関係団体、障害福祉サービス事業者、民生児童委員、ボランティア、NPO、

企業等と連携・協力して計画の推進を図ります。
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３ 施策の体系図

①就労移行支援及び就労定着支援の充実
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４ 分野別施策

（１）啓発・広報

〇ノーマライゼーション理念の更なる普及を図るため、障がいや障がいのある人に対

する理解を深める啓発・広報を積極的に行っていく必要があります。効果的な啓

発活動に向け、障がいのある人や関係団体と連携して取り組みをすすめます。

〇障がいの有無に関わらず、相互に人格と個性を尊重し、支え合う共生社会の実

現のために、障がいのある人や家族の意見及び要望が、まちづくりや行政施策に

反映されるような体制づくりをすすめます。

①啓発・広報活動の推進

〇障がいのある人に対して手助けや配慮を実践することにより、障がいのある人が暮

らしやすい地域社会を作っていく、あいサポート運動に取り組みます。

〇障害者週間（12 月 3 日～9 日）には、障がい者団体や事業所等と連携し、障がい

理解を深めるイベント等の開催を通じて、その啓発に努めます。

〇障がいのサービスや制度の周知方法については、市報、関係機関の広報、回覧、

ホームページ等の様々な媒体を活用し、わかりやすい情報提供に努めます。

〇障がいに対する理解の促進や啓発を図るための研修会を開催します。また手話

通訳など障がいの特性に応じたコミュニケーションの手段を提供し、当事者との交

流の促進を図ります。

②人権教育の推進

〇本市で平成６年に制定した「倉吉市部落差別撤廃とあらゆる差別をなくする条

例」に基づき、全ての市民の人権意識の高揚を図るよう努めていきます。

〇市民の理解を深めるためには、幼少期からの人権同和保育や人権同和教育が

大切となります。就学前はもとより、学校教育の場においても、更に推進していきま

す。

〇市内小・中・高・特別支援学校等と市教育委員会、市社会福祉協議会で組織さ

れた市福祉教育推進連絡協議会を中心に、児童・生徒のともに生きる心を育む

福祉教育活動に取り組んでいきます。

○倉吉市福祉教育研究委員会を中心に、地域を対象とした人権・福祉学習・担い

手づくりのプログラムをつくり、福祉の担い手の育成を図ります。

〇保育所、認定こども園における、障がい児保育の充実や、障がいのある人と園児・

保護者等との交流を積極的に進め、幼児期からノーマライゼーションの意識を育

んでいく取り組みをすすめます。

〇研修会や講演会等を開催し、市民の人権意識の向上を図ります。

③ボランティア活動の推進

〇ボランティア活動の推進は、市社会福祉協議会に設置する市ボランティアセンタ

ーが中心となり実施しています。市ボランティアセンターと連携して地域住民や企

業等へのボランティア活動に対する理解や活動への参加を広める取り組みをすす

めます。

〇福祉教育の一環として、市福祉教育推進連絡協議会が中心となり、児童・生徒

のともに生きる心を育むボランティア体験活動に取り組んでいます。今後も福祉教

育の充実とともに人権教育の推進を図ります。
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（２）生活支援

〇障がいのある人が地域で安心して暮らすために、身近に相談できる窓口の充実と、

きめ細かな支援体制づくりを目指します。

〇生活に即した多様なニーズに対応できるよう、障害福祉サービスの量と質の確保

を図り、安心安全な地域生活の実現に向けた体制づくりを行います。

〇生活支援について、サービスの目標量等具体的な事項については、「倉吉市障

がい福祉計画及び障がい児福祉計画」に定めます。

①相談支援体制・情報提供の充実

〇障がいのある人や家族への必要なサービスや支援制度についての情報提供を積

極的に実施します。

〇基幹相談支援センター（※３）を中心として、市内２ヶ所に設置した障がい者地域

生活支援センターの相談支援体制の充実を図ります。

〇サービス等利用計画を策定する指定特定相談支援事業所の体制整備の充実を

図ります。

〇行政・地域・障がいのある人に関わる関係機関をはじめ、民生児童委員等と連携

し、相談支援体制の充実を図ります。

〇身体障がい者相談員、知的障がい者相談員、精神障がい者相談員、精神障が

い者家族会、重症児(者)を守る会など障がいのある人や家族で組織する団体等

の周知を図るとともに連携を強め、支援体制・情報提供・ピアカウンセリング（※４）

の充実を図ります。

〇ペアレントメンター（※５）の活用、ペアレントトレーニングの推進など家族支援の充

実を図ります。

〇精神障がいのある人など、病状の急変に対応する 24 時間体制での相談支援体

制の整備を図ります。

〇障がいのある人一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、生活環境等を

踏まえた適切なサービス等利用計画の作成を促進するため、県と連携し、相談支

援事業所数を増やし、障害福祉サービス利用者が計画相談支援を利用できる環

境を整備します。

〇発達障がいについては、倉吉市発達障がい支援体制整備検討会を中心として関

係機関との連携・協力を図りながら、個々のライフステージに応じた支援体制の構

築に努めます。

〇高次脳機能障がいについては、県相談支援コーディネーターや家族会等との連

携を図りながら、高次脳機能障がいに関する情報発信に努めます。

〇難病については、平成 25 年 4 月から障害福祉サービスの対象となっています。県

難病相談・支援センター等との連携を図りながら、難病に関する情報発信に努め

ます。

〇てんかんについては、古くから知られているにも関わらず、誤解や偏見があります

ので、県と連携しててんかんに対する理解啓発に努めます。

②在宅サービス等の充実

〇障がいのある人が、地域で自立し、安心して生活していくために、個々の障がい者

のニーズ及び実態に応じて、在宅の障がい者に対する居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護等の充実を図るとともに、短期入所及び日中活動の場の確
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保等により、在宅サービスの更なる充実を図ります。特に、精神障がい、発達障が

い、高次脳機能障がい等に対応できるサービスの開拓に努めます。

〇視覚障がいのある人が入院時においても、必要な生活支援サービスが受けられる

ように、同行援護の柔軟な利用について、国県へ要望等を行います。

〇生活に即した必要なサービスを利用できるよう、サービス量を確保するとともに、

提供するサービスの質の向上を図ります。

〇行政、障がい者地域生活支援センターなどの相談支援事業所、サービス提供

事業所等関係者のネットワーク化を図り、連携して在宅生活を支援する体制を

整備します。

③地域移行の促進

〇施設や病院から地域への移行を希望する人を受け入れるための条件整備を整

え、地域の中に生活の場をはじめとする環境の整備に努めます。

〇施設や病院と地域とのイベント等を通じた交流等により、施設入所者等の円滑な

地域移行を推進します。

〇地域移行を希望する人が安心して地域で暮らせるよう、地域移行支援及び地域

定着支援を実施する障がい者地域生活支援センターと連携し、地域移行の推

進を図ります。

〇障がいのある人の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、居住支援のための機能

（相談体験の機会・場、緊急時の受入・対応、専門性、地域の体制づくりなど）を

地域に整備し、これらの機能の集約化や地域において機能を分担して担うなど、

機能の充実に向けた検討を行います。

④スポーツ、文化・芸術活動の充実

〇本市では、鳥取さわやか車いす＆湖山池ハーフマラソン大会や手をつなぐスポー

ツまつりなどの障がい者スポーツ大会への支援を行っています。今後も継続し、支

援を実施します。

〇平成 26 年 10 月には、全国障がい者芸術・文化祭の開催にあわせ、市内で白壁

芸術祭が実施され、支援を行いました。白壁芸術祭の会場となった倉吉白壁ア

ートミュージアム無心は、障がい者芸術の拠点として整備されましたので、今後も

連携して芸術活動の普及に努めます。

〇障がいのある人が、様々なスポーツや文化芸術活動を通して、社会参加するととも

に、生涯学習や地域でのイベントなどにも気軽に参加できるよう、啓発を図ります。

〇障がいのある人が各種の活動やイベントに参加しやすいよう、移動支援事業の充

実やバリアフリー情報の提供を推進します。

〇身体障害者補助犬（盲導犬・聴導犬・介助犬）の利用を促進するとともに、補助

犬を同伴できるよう、市民・事業者の啓発を図ります。

⑤福祉用具の普及促進と利用支援

〇障がいのある人が質の高い生活を送れるよう、補装具、日常生活用具の普及と適

切な利用の促進を図ります。

〇日常生活用具の種類の拡充や基準の緩和等について必要に応じて検討します。
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⑥サービス事業者との連携、利用者支援の充実

〇障がいのある人に適切なサービス提供を行うために、県と連携し、サービス提供事

業者のサービスの質の向上を図ります。

〇サービスに対する苦情への迅速で適切な対応を行うとともに、サービスを提供する

側の責任に起因する苦情の再発予防を図ります。

〇サービス提供事業所のネットワーク化を図り、職員への研修・啓発を行います。

〇サービス利用者や家族との面談やアンケート調査等を実施し、サービスに対する

利用者の声を聞き、不安や不満を早めに解決し、サービスの質の向上を図ります。

また、苦情の相談先の情報提供を行うとともに、利用への支援を行います。

〇サービス事業者に、第三者評価制度の導入と情報公開への啓発を行います。

〇サービス事業者に、職員の人権研修を行うよう啓発します。

（３）生活環境

〇障がいの有無にかかわらず、誰もが生活しやすいようユニバーサルデザインに配

慮した環境づくりを進めます。

〇安心して生活できるよう防犯・防災対策を充実していきます。

①住宅、建築物のユニバーサルデザイン化の推進

〇現在、既存施設の更新、改修に併せて、徐々にユニバーサルデザイン化に移行

しているところですが、更なる推進を図ります。

〇公共施設だけではなく、民間施設についても、ユニバーサルデザイン化を推進す

るため、啓発に努めます。

〇市が管理する公共施設の更新、改修時に併せて、ユニバーサルデザイン化を推

進します。

②交通・歩行空間のユニバーサルデザイン化の推進

〇県と連携し、歩道の段差の解消や亀裂の修繕等について、道路・歩道等の新設

整備、更新、修繕時に改善出来る箇所から順次改善します。

〇道路の段差や亀裂等の解消や歩道の拡幅、バリアフリー型対応信号機や点字ブ

ロックの設置、障がい者用駐車場の設置等、誰もが歩きやすい歩行空間等を整

備するための点検等を実施するとともに、バリアフリー型対応信号機、点字ブロッ

クの整備を県に働きかけます。

〇路線バスへのノンステップバスの導入や低床化を推進するために、事業者へ働き

かけていきます。

〇点字ブロックの上に物が置かれていたり、障がい者用駐車場に一般の人が駐車し

ている状況もあり、事業所や市民への啓発に努めます。

〇点字ブロックや障害者マークの趣旨啓発やハートフル駐車場制度の理解促進に

ついて、市民への啓発・ＰＲを行うとともに、事業者に協力を呼びかけます。

③保育・教育施設のユニバーサルデザイン化の推進

〇保育・教育施設のユニバーサルデザイン化が一層促進され、だれもが違和感無く

すごせる施設整備が必要なため、障がいの特性に応じた保育所、学校等の施設

のユニバーサルデザイン化を推進します。
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④地域防災体制の充実

〇市では災害時や平常時の行政・防災情報を伝えるため、防災行政無線の戸別

受信機を全戸配布しています。聴覚障がいのある人については、文字表示のある

文字放送器を対象者へ順次設置しています。

〇市福祉担当と防災担当及び市社会福祉協議会が連携して、地域支え愛事業と

して、災害時等に障がいのある人等の地域での避難支援体制を作るため、地域

住民とともに防災・支え愛マップ、障がいのある人等に配慮した防災訓練などの

実施を推進していますが、今後も実施地区の拡大を図ります。

〇地域で、障がいのある人も参加する避難訓練の実施に向けて、障がい特性に応

じた情報伝達方法や救護の方法を学ぶ研修などを実施し、地域での支援体制を

充実します。

〇日頃から、障がいのある人に対しても、地域での取組や防災・防犯に対する知識

や避難所（一般・福祉）等の情報を伝えていきます。

〇障がいのある人に配慮した福祉避難所や、市内の社会福祉法人等と緊急避難

の受入協定を締結し緊急受入施設を確保しています。また、受入体制方法など

整備をすすめます。

〇災害時に指定避難所等に避難をした障がいのある人への福祉的・医療的配慮を

行うよう継続して検討します。

（４）保育・教育・育成

〇一人ひとりの子どもが自分の可能性を最大限に伸ばし、将来社会的に自立して

生活していくことができるよう、本人又は保護者の教育的ニーズに応じた適切な指

導及び必要な支援を行うことが大切です。就学前から学校卒業後まで、一貫して

計画的に保育・教育・療育をしていく体制づくりを行うために、家庭と保育・教育・

福祉・医療等の関係機関の連携を進めます。

〇さらに、共生社会の形成に向けて、インクルーシブ教育システム（※６）構築のため

の特別支援教育を推進していきます。

①一貫した相談支援体制の整備

〇障がいのある子どものライフステージに応じた切れ目のない支援と、保健・医療・

福祉・保育・教育・就労支援等とも連携した支援体制の確立をすすめます。

〇乳幼児期から一貫した支援をつなぎ、保護者を含めた支援者(機関)が情報を共有

して支援するため、一人ひとりのニーズに対応した個別支援計画を作成します。

〇市の関係部局が連携するとともに、関係機関・団体等と連携し、支援ネットワーク

づくりを推進します。

②療育体制等の整備と特別支援教育・保育の実施

〇乳幼児健診の充実、専門職員による保育所等での指導・支援を実施し、障がい

の早期発見・早期支援に努めます。

○障がいのある子どもの育児や発達の基盤である家庭生活への支援（家族支援）を

行います。

○個別の支援計画を活用し、就学期などの移行期においても一貫した支援の継続

を図ります。
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〇乳幼児健診における健診内容の充実と、関係職員に対する研修、保育所等への

巡回相談等の実施により、障がいを早期に発見する体制の整備を図ります。一人

ひとりの子どもに対し、乳幼児期からのきめ細やかな支援や適切な対応を行い、可

能性を最大限に伸ばすことができる療育や保育・教育環境の整備を目指します。

〇通所指導教室（きらり教室）を開設し、発達段階や状況に応じた体系だった療育

体制の整備を図っています。

〇家族や保育士、教師等の関係職員が、障がいの特性を理解し、適切な対応をし

ていくことで、トラブルや二次障害の発生を予防していくことが大切であり、家族へ

の支援と合わせ、関係職員に対する研修の充実を図ります。

〇各学校の特別支援学級、通常の学級における支援が必要な児童生徒のための

通級指導教室（まなびの教室、ことばの教室）の開設と県立特別支援学校の通

級指導教室の活用等、本人及び保護者のニーズに合わせた教育環境の整備を

行います。

〇県立特別支援学校のセンター的機能や LD 等専門員（※７）による教育相談、発

達障がい者支援センターによる巡回相談等関係機関の支援の積極的な活用を

推進し、学校へのサポートを図ります。

〇全小中学校に配置されている特別支援教育主任を中心にした校内支援体制の

確立と関係機関との連携を図ります。

〇一人ひとりの子どもの保育・教育的ニーズや発達段階に応じた一貫性のある、継

続した支援を実施します。

〇保健・福祉・教育・医療等関係機関等のネットワーク化を図り、早期発見から適切

な療育・保育・教育へとつなぎ、子どもの育ちと子育てへの支援の充実を図ります。

〇「鳥取県手話言語条例」の制定を踏まえ、手話ハンドブック等を活用し、児童・生

徒が早期から手話に親しむことのできる教育環境を整備していくことを進めます。

③学校及び保育所等との連携、障がいに対する理解促進

〇教職員や保育職員等に対し、市独自の系統的で計画的な研修を実施しているほ

か、他機関等の実施する研修に積極的な参加を推進します。

〇全ての教職員や保育職員等が、配慮を要する子どもや障がいに対する理解を深

め、適切に対応できるよう、研修の機会の充実を図ります。

④社会的及び職業的自立の促進

〇教育の場から社会人としてスムーズに社会生活に移行できるよう、早い段階から

関係機関と連携して、早期自立のための支援を行います。

〇教育の場から職業的自立をするために特別支援学校、公共職業安定所、障害

者職業センター、障害者就業・生活支援センター等と連携し、支援体制を整備し

ます。

（５）雇用・就労

〇就労は、自立や社会参加のための重要な柱であり、障がいのある人がその能力に

応じて働くことにより社会に参画・貢献できるよう、その特性を活かした雇用・就労

の推進を図ります。
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①就労支援の充実

〇公共職業安定所、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、特別

支援学校等との連携を図り、各種制度を活用しながら就労への支援を行います。

〇公共職業安定所と連携して、就業を希望されている人に対して、就業に関する情

報を提供したり、企業・事業所に雇用促進について啓発します。

〇平成 30 年度から精神障がい者が法定雇用の算定基礎に算入されました。就労

準備から定着までの一貫した支援が行われるよう関係機関との連携を図ります。

②障がい者雇用における企業等への理解促進

〇平成 30 年 4 月より障がい者の法定雇用率が民間 2.2％、国・地方公共団体 2.5％

に引き上げられました。また、令和 3 年 3 月よりそれぞれ 0.1％ずつ引き上げられる

予定です。

〇企業に対して、あいサポート研修の受講推進等、理解を深める働きかけを行いま

す。

〇民間企業における鳥取県の障がい者雇用率は、2.28％（令和元年 6 月 1 日現

在）であり、達成企業は 58.6％といずれも全国平均は上回っています。未達成の

企業もあるため、市と障害者就業・生活支援センター等が連携し、倉吉市人権啓

発企業連絡会や倉吉市人権教育研究会企業活動委員会、商工会議所を通じ、

企業に対して、障がい者雇用についての理解促進を図ります。

〇市が率先して、障がいのある人の雇用を推進します。

〇障害者就業・生活支援センターと連携し、雇用状況と離職状況を把握・分析し、

企業に向けた研修会等で理解啓発を推進します。

③多様な就労機会の充実

〇一般就労の困難な人の就労の場や、就労に向けた訓練の場として、福祉的就労

（就労継続支援 A 型・B 型）があり、これらの事業所と連携を図り、障がいのある人

に応じた支援を実施します。

〇一般就労を目指す人には、就労移行支援事業所及び障害者就業・生活支援セ

ンター等と連携し、就労に向けて訓練を実施し、一般就労を目指した支援を行い

ます。

④優先調達推進法に伴う物品等の調達

〇平成 25 年に国の「障害者優先調達推進法」が施行されたことに伴い、本市では

「倉吉市障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等を図るための方針」

を策定し、障がい者就労施設等への物品・役務の発注の推進に努めています。

毎年、年度当初には優先調達の調達目標額を定め、年度終了後には、調達実

績をとりまとめ公表しています。

〇調達方針に基づき、市が率先して福祉的就労事業所への業務委託や製作品の

購入等を推進し、事業所の工賃収入の増加につながるよう支援します。

（６）保健・医療

〇障がいや難病のある人が地域で安心してくらしていくためには、適切な医療やリハ

ビリテーションを受けられることが必要であり、保健所や医療機関等との連携を図
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るとともに、相談機能を充実します。

〇障がいの原因となる疾病の早期発見・早期治療が障がいの予防に繋がるため、

障がいの特性やニーズにあわせた適切な保健・医療サービス、そして自立のため

のリハビリテーションまで、体系的な保健医療施策の充実を図ります。

①障がいの原因となる疾病等の予防、治療

〇障がいの早期発見・早期治療のため、健康診断、保健サービスの充実及び関係

機関と連携した事故防止、疾病予防対策の充実を図っていきます。

〇疾病等の予防・治療に関する広報の推進、健康教室、健康診断、訪問活動を充

実します。

〇保育所・認定こども園、学校、医療機関、保健所、児童相談所等と連携し、乳幼

児期からの疾病等を早期発見し、予防活動に努めます。

②保健、医療、福祉サービスの連携・充実

〇障がいのある人が地域において自立した生活を送るためには、生活や地域に密

着したリハビリテーションが必要なため、適切な医療・リハビリテーションの提供が

可能となるよう医療機関との連携、相談支援体制の充実に努めます。

〇慢性的な疾患や難病の人など継続的な医療を必要としている人には、治療のた

めに必要な医療サービスの提供が可能となるよう努めます。

〇精神に障がいのある人に対しては、こころの健康相談など相談支援体制の充実

に努めます。また、社会復帰を促進するため、医療機関との連携を図り、生活・就

労訓練等の福祉サービスの利用促進に努めます。

〇在宅において必要な医療を受けることができるよう、医療機関と連携し制度の活

用を図ります。

③医療費に対する経済的負担の軽減

〇自立支援医療、特別医療費助成等各種の医療費公費負担制度による支援を実

施していますので、その周知を図ります。

（７）情報アクセス・コミュニケーション支援の推進

〇障がいのある人や家族が住み慣れた地域で安心して暮らしていくために、障害福

祉サービスや制度をはじめ、その他生活に関する情報がいつでも誰でも入手でき

るように情報提供体制を充実します。

①情報収集・情報提供の充実

〇保健・福祉・医療・その他生活に関する様々な情報について、いつでも誰でも入

手できるよう、小冊子の配布や市ホームページによる情報提供などに努めます。

〇聴覚障がいのある人への支援として、県と連携し、意志疎通支援事業の充実に

努め、手話通訳者・手話奉仕員・要約筆記者・要約筆記奉仕員の養成や活動の

支援を行います。

〇視覚障がいのある人への支援として、行政文書、その他視覚障がい者に必要な

資料の点字化・音声化を図ります。

〇視覚障がい者への支援として、点訳・朗読ボランティアの養成を行います。
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②情報バリアフリー化の推進

〇視覚障がいのある人へ社会参加促進のため、情報入手支援を行います。現在市

報を点字化、音声化し、対象者へ配布するなどの支援を行っていますが、その他

行政文書についても点字化、音声化の拡大を図ります。

〇聴覚障がいのある人へ社会参加促進と安心安全のため、情報入手支援を行いま

す。防災行政無線文字放送機の戸別受信機を順次設置します。

〇障がいのある人への情報機器の利用促進に努めることで情報格差の解消を図り

ます。

〇平成 25 年 10 月、手話を言語として普及を進める鳥取県の「手話言語条例」が制

定されました。市町村の責務である、手話の意義及び基本理念に対する住民の

理解の促進並びに手話の普及に努めます。

〇市職員についても初歩的なコミュニケーションがとれるよう研修受講を推進します。

また、市民に向けての研修会等の周知に努めます。

〇市役所をはじめ公的機関での手話マーク・筆談マーク設置の推進をすすめます。

（８）権利擁護の推進

〇全ての国民が、障がいの有無により分け隔てられることなく、相互に人格と個性を

尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、平成 25 年に「障害者差別解消

法」が制定され、平成 28 年 4 月から施行となりました。市でも、障がいを理由とす

る差別の解消の推進に取り組みます。

〇自ら意志を決定することに困難を抱える障がいのある人が、日常生活や社会生活

に関して自らの意思が反映された生活を送ることができるよう、権利擁護の推進を

図ります。

①成年後見制度の利用促進

〇成年後見制度や日常生活自立支援事業等の権利擁護事業について、当事者

及び家族等や地域住民へ制度の啓発普及に努めます。

〇判断能力が充分ではない障がいのある人が福祉サービス等を適切に利用し、自

立した地域生活を送ることができるよう、成年後見制度の活用をすすめるため、中

部成年後見支援センターや市社会福祉協議会、障がい者地域生活支援センタ

ー、社会福祉士会、当事者団体・家族会等関係機関・団体との連携を図り、制

度の推進体制を整備します。

○「第 8 期高齢者福祉計画」においても、地域連携ネットワークの整備を進める方針

であり、高齢者・障がい者の権利擁護について意思決定支援に重点を置いた体

制整備を一体的にすすめていくものです。また、「成年後見制度利用促進法」に

基づく、成年後見制度利用促進基本計画についても、策定を目指します。

〇市では、成年後見制度が必要な人で、申立や費用負担が困難な場合でも利用

できるように成年後見制度利用支援事業の周知に努めます。

〇市では平成 29 年度より市民後見人（※８）の養成事業を実施しています。今後も

益々需用の増加が見込まれる中、後見人等の担い手不足、法人後見受任の拡

大などに対応するため、関係機関の協力のもと、人材育成に取り組んでいきま

す。
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②障がい者虐待防止

〇平成 24 年 10 月「障害者虐待防止法」の施行に伴い、障がい者虐待相談・通報

窓口として倉吉市障がい者虐待防止センターを設置し、障がい者地域生活支援

センターをはじめとした関係機関と連携し、倉吉市障がい者虐待防止・対応マニ

ュアルを作成し、虐待対応や支援を実施しています。

〇障がい者虐待の防止のため、地域住民や施設・事業所、企業等への啓発に努め

ます。

③障害者差別解消法に伴う行政サービスなどにおける配慮の推進

〇「障害者差別解消法」により義務化されている障がいを理由とする差別的取扱い

の禁止、障がいのある人に対する合理的配慮の不提供の禁止について、国にお

いて策定される基本方針に即し、市における職員対応要領などの検討をすすめ

ます。また、障がいを理由とする差別に関する相談及び相談事例を踏まえた差別

解消の取組について協議を行う障害者差別解消支援地域協議会の設置につい

ての検討もすすめます。
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第３章 障がい福祉計画・障がい児福祉計画

○国の指針に基づき、障がい福祉計画・障がい児福祉計画の策定にあたっては次

に掲げる点に配慮していくこととします。

１ 障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援

２ 障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施

３ 地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労の支援等の課題に

対応したサービス提供体制の整備

４ 地域共生社会の実現に向けた取組

５ 障がい児の健やかな育成のための発達支援

６ 障がい福祉人材の確保

７ 障がい者の社会参加を支える取組

Ⅰ 障害福祉サービスの体系

１ 自立支援給付

自立支援給付は①介護給付、②訓練等給付、③地域相談支援給付、④計画相談

支援給付、⑤自立支援医療、⑥補装具に分かれます。サービスについては、負担能

力に応じた負担で、低所得世帯(市民税非課税世帯)については原則無料です。また、

障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担軽減が図られています。

２ 障害児通所支援・障害児相談支援

障害児通所支援は①児童発達支援、②医療型児童発達支援、③放課後等デイサ

ービス、④保育所等訪問支援、⑤居宅訪問型児童発達支援に分かれます。サービス

については、負担能力に応じた負担で、低所得世帯（市民税非課税世帯）について

は原則無料です。また、高額障害児通所給付費等、負担軽減が図られています。

３ 地域生活支援事業

地域生活支援事業は、「障害者総合支援法」第 77 条に規定された市町村が主体

となり実施する事業です。また、地域生活支援事業は、地域での生活を支えるさまざま

な事業を地域の実情に応じて県と連携して実施します。

理解促進研修・啓発事業、自発的活動支援事業、相談支援事業、成年後見制度

利用支援事業、成年後見制度法人後見支援事業、意志疎通支援事業、日常生活

用具給付等事業、手話奉仕員養成研修事業、移動支援事業、地域活動支援センタ

ー機能強化事業は必須事業です。また、地域の実情に応じて、日中一時支援事業な

どのその他の事業を実施します。
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【利用者負担の体系】

16万円未満 28万円未満 46万円未満 46万円超

  福祉サービス

  (居宅・通所)

 【障がい者】

0円 0円 9,300円

  福祉サービス

  (居宅・通所)

 【障がい児】

0円 0円

  福祉サービス

  (入所施設等)

【障がい者

  (20歳以上)】

0円 0円

  福祉サービス

  (入所施設等)

【障がい者

  (20歳未満)・

   障がい児】

0円 0円 9,300円

　補装具 0円 0円 全額自己負担

※施設に入所する20歳未満の障がい者又は障がい児については、当該障がい者又は障がい児を監護する者(保護

者)の属する世帯とする。

区分
生活保護

世帯

市民税非

課税世帯

一般(住民税課税世帯)

市民税所得割

世帯の範囲

37,200円

4,600円 37,200円

37,200円

者

37,200円

37,200円

本人及び

配偶者

住民基本

台帳上の

世帯

児
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【自立支援システムの体系】

倉 吉 市

鳥取県地域生活支援事業

自立支援システムの全体像

国、県及び市の義務的経費がともなう個別給付として「障害者総合支援法」の自立

支援給付と「児童福祉法」の障害児通所支援、障害児相談支援があります。また、地

域での生活を支えるため地域の実情に応じて市や県が実施する地域生活支援事業

にサービス体系が構築されています。

地域生活支援事業

必須事業

●相談支援

●意志疎通支援（手話通訳派遣等）

●日常生活用具給付等

●移動支援

●手話奉仕員養成

●成年後見制度利用支援

選択事業

●訪問入浴サービス

●日中一時支援

●その他の日常生活・社会生活支援

聴覚障がい者生活支援事業

点字・声の広報等発行事業

点訳・朗読奉仕員養成

自動車運転免許取得・改造助成

≪障害者総合支援法≫

自立支援給付

計画相談支援給付

介護給付

●居宅介護（ホームヘルプ）

●重度訪問介護

●同行援護 ●行動援護

●重度障害者等包括支援

●短期入所（ショートステイ）

●療養介護 ●生活介護

●施設入所支援

地域相談支援給付

●地域移行支援

●地域定着支援

自立支援医療

●更生医療 ●育成医療

●精神通院医療※

（※実施主体は県）

補 装 具

訓練等給付

●自立訓練 ●生活訓練

●就労移行支援 ●就労継続支援

●就労定着支援 ●自立生活援助

●共同生活援助（グループホーム）

≪児童福祉法≫

児童のサービス

障害児通所支援

●児童発達支援

●医療型児童発達支援

●放課後等デイサービス

●保育所等訪問支援

●居宅訪問型児童発達支援

障害児相談支援

●専門性の高い相談支援 ●広域的な対応を要する事業 ●人材育成 等
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Ⅱ 障害福祉サービス等の現状及び分析・評価

（第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画）

１ 目標数値の達成状況

平成 30 年に策定した第 5 期倉吉市障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画で

は、入所者の地域移行、福祉施設等の一般就労への移行等について、数値目標を

定め、取組を進めてきました。その結果は以下のとおりです。

（１）施設の入所者の地域生活への移行

入所施設利用実績

※削減者数：各年度の施設退所者数（地域移行、転出、死亡等）

地域移行者の移行先

第 5 期の障がい福祉計画では、平成 28 年度末現在の施設入所者数 101 人

に対し、令和 2 年度末までに 2％である 2 人以上を削減し、99 人以下とする目標

値を定めていました。結果、令和元年度末現在が 99 人、令和 2 年度 9 月末現在

98 人となっています。また、同じく 28 年度末現在の施設入所者の 9％である 9 人

を地域生活に移行する目標値も定めていました。結果、平成 30 年度に 1 人が地

域生活へ移行しています。要因として、施設入所者の重度化・高齢化がすすみ、

地域生活への移行が困難な入所者が増加していることが挙げられます。

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置実績

第 5 期の計画では、令和 2 年度末までに圏域で１か所設置することを目標に定

めていました。専門性が高いことから、令和 2 年度末までの協議の場の設置には

至りませんでしたが、圏域での設置に向け継続して検討をすすめます。

項 目
【目標値】 実績

R2 年度末 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

入所者数 ９９人以下 １０３人 ９９人 98 人

削減者数 ２人以上 △４人 △５人 △1 人

地域移行者数 ９人以上 １人 0 人 0 人

地域移行内訳

実績
合計

Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

１人 ０人 ０人 １人

公営住宅 ０人 ０人 ０人 ０人

自宅 １人 ０人 ０人 １人

グループホーム ０人 ０人 ０人 ０人

項 目
【目標値】 実績

R2 年度末 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

協議の場の設置数 圏域１か所 ０か所 0 か所 圏域 0 か所
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（３）地域生活支援拠点等の整備

地域生活支援拠点等の設置実績

第 5 期の計画では、令和 2 年度末までに圏域で 1 か所設置することを目標に

定めていました。相談業務や緊急時の受入対応など必要な機能を持つ様々な事

業所、関係機関との連携が必要となることから、中部圏域で面的な体制を整備し

ます。

（４）福祉施設から一般就労への移行の促進

第 5 期の計画では、就労継続支援や就労移行支援などの福祉施設での就労

から一般就労へ移行した人の人数として、11 人以上を目標としました。また、就労

移行支援事業所の利用者数を平成 28 年度末時点の 9 人の 1.2 倍である 11 人

以上とし、就労移行支援事業所ごとの就労移行率を 50％以上とすることを目標と

していました。結果、一般就労移行者は平成 30 年度は 6 人、令和元年度は 10

人となりました。就労移行支援事業所の利用者数は令和 2 年度 9 月末時点で 5

人となっており、目標値を達成できていません。引き続き、関係機関の連携を強化

し、就労に関する情報や課題の共有をすすめ、障がいの適性に応じた就労を促

進する必要があります。

（５）障がい児支援の提供体制の整備

整備実績

項 目
【目標値】 実績

R2 年度末 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

拠点等の設置数 圏域１か所 ０か所 0 か所 圏域１か所

項 目

【目標値】 実績

R2 年度 Ｈ30 年度 R 元年度
R2 年度

見込

一般就労移行者数 11 人以上 ６人 10 人 0 人

就労移行支援事業所の利用者数 11 人以上 ５人 １人 5 人

就労移行支援事業所ごとの就労移行率 50％以上 50％以下 50％以下 50％以下

項 目
【目標値】 実績

R2 年度末 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

児童発達支援センター １か所 ２か所 ２か所 ２か所

保育所等訪問支援事業所 １か所 １か所 １か所 ２か所

重心児を支援する児童発達支援事

業所
１か所 １か所 １か所 １か所

重心児を支援する放課後等デイサー

ビス事業所
１か所 １か所 １か所 １か所

医療的ケア児支援のための関係機

関の協議の場の設置
圏域１か所 圏域１か所 圏域１か所 圏域１か所
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コーディネーターの設置実績

第 1 期の障がい児福祉計画では、児童発達支援センターなどの各支援機関を令

和 2 年度末までに各１か所整備することを目標としていました。児童発達支援センタ

ー、保育所等訪問支援事業所、重心児を支援する児童発達支援事業所、重心児を

支援する放課後等デイサービス事業所については、平成 29 年度末時点でそれぞれ

１か所の設置があり、目標を達成していました。医療的ケア児支援のための協議の場

の設置については平成 30 年度に中部圏域自立支援協議会内に協議の場を設置し

ました。

また、医療的ケア児に対する支援を調整するコーディネーターについては、令和 2

年度末までに 1 人配置することを目標にしていましたが、令和 2 年度に 6 人以上を設

置予定です。

項 目
【目標値】 実績

R2 年度末 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

医療的ケア児に対する総合的な支

援体制の構築に向けて関連分野の

支援を調整するコーディネーターの設

置

１人 6 人 4 人 6 人
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２ 障害福祉サービス

（１）訪問系サービス

時間：月間のサービス提供時間 人：月間の利用人数

・訪問系サービス全体が計画に対して減少しています。

・地域移行を進めていく中、在宅生活の障がいのある人の訪問系サービスの利用

ニーズは高まっていますが、ニーズが重複・多様化している上、サービス提供事

業所数が減少しているため、ニーズに対して対応が十分ではない現状です。継

続して事業所への働きかけが必要です。

・障害福祉サービス事業所等に広く情報提供を行い、利用定員の拡大や新規参

入など障がいのある人が身近な場所で必要なサービスが受けられるよう、提供体

制の整備に努めます。

区 分 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

計 画

居宅介護
2,364 時間

182 人

2,504 時間

195 人

2,644 時間

208 人

重度訪問介護
490 時間

7 人

560 時間

8 人

630 時間

9 人

同行援護
96 時間

12 人

104 時間

13 人

112 時間

14 人

行動援護
40 時間

4 人

50 時間

5 人

60 時間

6 人

重度障害者等包括支援
０時間

０人

０時間

０人

０時間

０人

合計
2,990 時間

205 人

3,218 時間

221 人

3,446 時間

237 人

実 績

居宅介護
1,647 時間

144 人

1,324 時間

128 人

1,229 時間

111 人

重度訪問介護
413 時間

5 人

181 時間

5 人

22 時間

2 人

同行援護
40 時間

10 人

21 時間

8 人

20 時間

6 人

行動援護
45 時間

3 人

39 時間

3 人

34 時間

3 人

重度障害者等包括支援
０時間

０人

０時間

０人

０時間

０人

合計
2,145 時間

162 人

1,565 時間

144 人

1,305 時間

122 人
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（２）日中活動系サービス

①介護サービス

人：月間の利用人数 人日：月間の総利用者の利用延日数

・生活介護事業所は、市内に 11 か所、基準該当事業所が１か所設置されています。

利用者数及びサービス量の実績は計画よりやや下回っています。

・短期入所事業所は、市内に 17 か所設置されています。利用の主なものは、家族の

レスパイト（※９）のための定期的な利用です。

②自立訓練

人：月間の利用人数 人日：月間の総利用者の利用延日数

・機能訓練事業所は、中部圏域内に基準該当事業所が 1 か所設置されています。

・生活訓練事業所は、中部圏域内に該当事業所がありません。

区 分
Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

利用者数 ｻｰﾋﾞｽ量 利用者数 ｻｰﾋﾞｽ量 利用者数 ｻｰﾋﾞｽ量

計

画

生活介護 157 人 3,140 人日 159 人 3,180 人日 161 人 3,220 人日

療養介護 12 人 ― 12 人 ― 12 人 ―

短期入所

(福祉型)
36 人 180 人日 40 人 200 人日 44 人 220 人日

短期入所

(医療型)
５人 20 人日 ５人 20 人日 ５人 20 人日

実

績

生活介護 153 人 2,910 人日 154 人 2,929 人日 146 人 2,910 人日

療養介護 12 人 ― 11 人 ― 11 人 ―

短期入所

(福祉型)
27 人 100 人日 37 人 107 人日 20 人 74 人日

短期入所

(医療型)
1 人 2 人日 1 人 1 人日 0 人 0 人日

区 分

Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

利用

者数
ｻｰﾋﾞｽ量

利用

者数
ｻｰﾋﾞｽ量

利用

者数

ｻｰﾋﾞｽ

見込量

計画
自立訓練(機能訓練) 1 人 22 人日 1 人 22 人日 1 人 22 人日

自立訓練(生活訓練） 22 人 572 人日 22 人 572 人日 22 人 572 人日

実績
自立訓練(機能訓練) 0 人 0 人日 0 人 0 人日 1 人 3 人日

自立訓練(生活訓練） 0 人 305 人日 1 人 329 人日 1 人 128 人日

実績 宿泊型自立訓練 16 人 ― 20 人 ― 15 人 ―
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③就労支援

人：月間の利用人数 人日：月間の総利用者の利用延日数

・就労移行支援事業所は、中部圏域に3か所（市内 2か所）設置があり、利用されて

います。利用者数は減少していますが、利用日数は令和 2 年度に増加していま

す。

・就労継続支援Ａ型事業所は、中部圏域に 6 か所（市内 1 か所）設置があります。

令和元年度に事業所数が増加したため、利用実績は令和 2 年度に増加していま

す。

・就労継続支援Ｂ型事業所は、市内に 12 か所設置があります。利用者数はやや減

少していますが、利用日数は増加しています。

区 分

Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

利用

者数
ｻｰﾋﾞｽ量

利用

者数
ｻｰﾋﾞｽ量

利用

者数

ｻｰﾋﾞｽ

見込量

計

画

就労移行支援 13 人 260 人日 14 人 280 人日 15 人 300 人日

就労継続支援(A 型) 50 人 1,000 人日 55 人 1,100 人日 61 人 1,220 人日

就労継続支援(B 型) 278 人 5,004 人日 305 人 5,490 人日 336 人 6,048 人日

就労定着支援 １人 － １人 － １人 －

実

績

就労移行支援 10 人 72 人日 13 人 69 人日 5 人 82 人日

就労継続支援(A 型) 44 人 741 人日 49 人 685 人日 47 人 864 人日

就労継続支援(B 型) 261 人 3,987 人日 273 人 4,174 人日 254 人 4,257 人日

就労定着支援 3 人 － 2 人 － 2 人 －
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（３）居住系サービス

人：月間の利用人数

・自立生活援助を実施する事業所は中部圏域にありません。

・共同生活援助(グループホーム)は、市内に 6 か所設置があります。利用者数はや

や減少しています。

・施設入所支援は、100 人を割り、減少傾向にあります。

（４）相談支援(計画相談支援・地域相談支援)

人：月間の利用人数

・サービス等利用計画を作成する事業者は中部圏域に 10 か所（市内 6 か所）設置

があります。現在は、障がい福祉サービス利用者に対するサービス等利用計画は

100％対応できていますが、平成 30 年度報酬改定により標準担当件数が設定され

たことや、モニタリング実施標準期間が見直されたことと、新たなニーズ増加により、

相談支援専門員の不足は生じてきます。相談支援専門員不足によるサービス提

供の遅れなどが生じないよう需要に対応できる体制の確保が必要です。

・地域相談支援については実績はありませんでした。スムーズな地域移行、地域定

着に繋がるものと思われるため、事業の利用促進が必要です。

区 分 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

計画

自立生活援助 1 人 1 人 1 人

共同生活援助 93 人 98 人 103 人

施設入所支援 99 人 99 人 99 人

実績

自立生活援助 0 人 0 人 0 人

共同生活援助 88 人 85 人 80 人

施設入所支援 103 人 99 人 98 人

区 分 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

計画

計画相談支援(サービス利用支援) 573 人 576 人 579 人

地域相談支援(地域移行支援) 1 人 1 人 1 人

地域相談支援(地域定着支援) 1 人 1 人 1 人

実績

計画相談支援(サービス利用支援) 575 人 579 人 655 人

地域相談支援(地域移行支援) 0 人 0 人 0 人

地域相談支援(地域定着支援) 0 人 0 人 0 人
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（５）障害児通所支援・障害児相談支援

人 ：月間の利用人数

人日：「月間の利用人数」×「1 人 1 月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量

・障害児相談支援は、3 年間で利用者は増加しています。中部圏域に障がい児対

応の事業所は 9 か所設置（市内 5 か所）されており、現在は、障がい児の利用者に

対する障がい児支援利用計画は 100％対応できています。今後、相談支援専門

員不足などによるサービス提供の遅れなどが生じないよう需要に対応できる体制の

確保が必要です。

・児童発達支援の利用実績は横ばいです。事業所が市内に 5 か所設置されていま

すが、中部圏域全体での利用となっています。

・医療型児童発達支援は、3 年間で利用者は減少しています。事業所が市内に 1

か所設置されていますが、中部圏域全体での利用となっています。

・放課後等デイサービスの利用実績は増加しています。市内に 6 か所の事業所が設

置されていますが、中部圏域全体での利用となっています。

・保育所等訪問支援は、事業所が中部圏域に 2 か所設置されていますが、圏域全

体での利用となっています。

・今後のニーズの動向を見ながらサービス提供に支障のないよう確保に努めます。

区 分
Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

利用者数 ｻｰﾋﾞｽ量 利用者数 ｻｰﾋﾞｽ量 利用者数 ｻｰﾋﾞｽ量

計

画

障害児相談支援 25 人 － 30 人 － 35 人 －

児童発達支援 14 人 56 人日 15 人 60 人日 16 人 64 人日

医療型児童

発達支援
２０人 60 人日 25 人 75 人日 30 人 90 人日

放課後等

デイサービス
52 人 168 人日 55 人 220 人日 58 人 232 人日

保育所等

訪問支援
9 人 9 人日 11 人 11 人日 13 人 13 人日

居宅訪問型児童

発達支援
4 人 20 人日 5 人 25 人日 6 人 30 人日

実

績

障害児相談支援 123 人 ― 140 人 ― 193 人 ―

児童発達支援 16 人 41 人日 22 人 49 人日 17 人 39 人日

医療型児童

発達支援
17 人 43 人日 20 人 36 人日 14 人 30 人日

放課後等

デイサービス
82 人 278 人日 102 人 411 人日 91 人 435 人日

保育所等

訪問支援
25 人 9 人日 36 人 12 人日 21 人 10 人日

居宅訪問型児童

発達支援
0 人 0 人日 0 人 0 人日 0 人 0 人日
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（６）障がい児の子ども・子育て支援等の提供体制の整備

・利用実績は各年度 4 月 1 日時点の利用者数となっています。

・第 1 号認定の利用実績は、令和 2 年度に 5 人の利用があり、増加しています。

・第 2 号認定の利用実績は増加しています。

・第 3 号認定の利用実績は横ばいとなっています。

・放課後児童健全育成事業は、見込み量よりも多い利用者となっており、増加して

います。

区 分 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度

計画

第１号認定（受入施設：幼稚園、認定こども園） 4 人 4 人 4 人

第２号認定（受入施設：保育所、認定こども園） 18 人 18 人 18 人

第３号認定（受入施設：保育所、認定こども園） 4 人 4 人 4 人

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 23 人 23 人 23 人

実績

第１号認定（受入施設：幼稚園、認定こども園） 0 人 1 人 5 人

第２号認定（受入施設：保育所、認定こども園） 27 人 37 人 45 人

第３号認定（受入施設：保育所、認定こども園） 2 人 1 人 1 人

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 60 人 58 人 66 人
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３ 地域生活支援事業

項目 区分 Ｈ30 年度 R 元年度 R2 年度見込

相談支援事業

障害者相談支援事業
目標 3,132 件 3,393 件 3,654 件

実績 6,076 件 1,298 件 1,072 件

自立支援協議会 設置 設置 設置

成年後見制度利用支援事業
目標 6 件 7 件 8 件

実績 4 件 7 件 ８件

意志疎通支援事業

手話通訳者設置事業
目標 246 件 264 件 282 件

実績 150 件 192 件 190 件

手話通訳者等派遣事業
目標 96 件 108 件 120 件

実績 57 件 91 件 68 件

要約筆記者等派遣事業
目標 2 件 3 件 4 件

実績 0 件 0 件 0 件

手話奉仕員養成事業

（中部圏域）

目標 16 人 25 人 34 人

実績 20 人 23 人 13 人

日常生活用具給付等事業
目標 1,189 件 1,213 件 1,237 件

実績 1,236 件 1,292 件 1,442 件

移動支援事業

個別支援型

（児童も含む）

目標

実利用

10,742 時間 11,222 時間 11,702 時間

111 人 116 人 121 人

実績
9,871 時間 8,681 時間 7,742 時間

107 人 96 人 146 人

その他の事業

訪問入浴サービス事業
目標

実利用者数 実利用者数 実利用者数

3 人 3 人 3 人

実績 2 人 2 人 2 人

日中一時支援事業

（児童も含む）

目標

実利用

10,264 人日 10,864 人日 11,464 人日

115 人 120 人 125 人

実績
8,497 人日 7,766 人日 8,212 人日

110 人 95 人 188 人

社会参加促進事業

点字・声の広報等発行事業 月 1 回発行 月 1 回発行 月 1 回発行

聴覚障がい者生活支援事業

（中部圏域）

目標
実参加人数 実参加人数 実参加人数

120 人 144 人 168 人

実績 168 人 148 人 90 人

自動車運転免許取得・

改造助成事業

目標 10 件 10 件 10 件

実績 9 件 7 件 4 件

点訳・朗読奉仕員養成

（中部圏域）

目標 26 人 28 人 30 人

実績 22 人 18 人 1 人



38

件：年間の件数 時間：年間の利用時間 回：年間の開催回数

人：年間の実利用者数(※だだし精神障がい者デイケア事業及び聴覚障がい者生活支

援事業は延利用者数)

・相談支援事業は、倉吉市障がい者地域生活支援センターはっぴいと中部障がい

者地域生活支援センターの 2 か所に委託しています。相談支援事業の件数のカウ

ント方法の見直しをしたため、目標に対しては下回っていますが、複雑多岐にわた

る相談支援内容が増加しています。

・聴覚に障がいのある人のための意志疎通支援事業は、中部聴覚障がい者センタ

ーに 2 名の通訳者が設置されています。手話奉仕員の養成も計画的にすすめられ、

平成 30 年度から令和元年度にかけて派遣の実績が増加しています。要約筆記の

利用がないため、対象者への周知に努めているところです。

・日常生活用具給付等事業は、給付件数が増加しています。

・移動支援事業は、利用者数が増加しています。

・訪問入浴サービスの利用者は固定化されていますが、利用者の在宅生活の支援

につながっています。

・日中一時支援事業は、障がい者の利用日数は令和２年度に増加しています。児

童の利用日数が伸びてきています。

・聴覚障がい者生活支援事業は、参加登録者の変動はありませんが、参加率が低

下してきています。
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Ⅲ 計画の数値目標及び障害福祉サービスの見込

（第６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画）

１ 令和 5 年度の計画の数値目標

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行

①数値目標

施設入所者の地域生活への移行をすすめるため、施設入所者のうち、今後、グ

ループホームや自宅等地域移行する人の数について以下のとおり目標を定めま

す。

②数値目標設定の考え方

国の指針では、令和元年度末時点の施設入所者の 6％以上を令和 5 年度末ま

でに地域生活へ移行し、施設入所者数を令和元年度末時点から 1.6％以上削減

することとされています。

本市においては、令和元年度末現在の施設入所者数は 99 人となっています。県

計画との整合性を図るため、令和５年度末までに現在の施設入所者の 6 人（6%）が

地域生活に移行すること及び入所者数を 2 人（1.6%）削減することを目指します。

③目標達成のための取組み

ア 入所施設における地域移行について

・長期間施設に入所している人の地域移行への不安等を解消するため、地域移行

の支援が必要な人には、指定一般相談支援事業者が行う地域相談支援(地域

移行支援)により、地域で安心して暮らしていけるよう、居住場所の確保や必要な

障害福祉サービスの調整を行うなど、関係機関と連携しながら、その人の状況や

ニーズに合わせた地域移行の実現を図ります。

イ 地域移行のための受け皿の確保

・地域移行のための受け皿の確保をするため、グループホームに夜間世話人を配

置した事業者が安定した事業運営ができるよう補助を行い、夜間支援が必要な

障がいのある人でも地域生活の移行が可能となるよう努めます。

・公営住宅担当課や県が実施するあんしん賃貸支援事業（※10）と連携をしながら

情報提供と入居支援等の体制整備を図るため、居住サポート事業（※11）を行い

ます。

ウ 地域移行後の相談支援体制の充実

・地域移行後の支援体制の充実を図るため、地域相談支援(地域定着支援)や自

立生活援助により、地域で安心して生活し続けていけるように、関係機関が連携

項 目 令和元年度末 令和５年度末

施設入所者数 99 人 97 人以下

削減見込み数 ２人 ２人以上（R3～R5 累計）

地域生活への移行数 １人（H30～R2 累計） ６人以上（R3～R5 累計）
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し地域移行後の生活のためのサービス調整を行い、緊急事態に対して速やかに

対応できる体制整備を図ります。

エ 障がいのある人の地域移行と自立生活に向けた啓発

・障がいのある人が地域で生活しやすい環境を築くために、人権政策課・教育委

員会等と連携し、障がいの理解を深める啓発を行います。

・障がいのある人の生活の不安の解消や生活するうえで役立つ情報提供をする等

自立生活ができるよう努めます。
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（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

①数値目標

②数値目標設定の考え方

国の指針では、全ての市町村ごとに精神障がい者地域移行・地域定着

推進協議会やその専門部会など保健・医療・福祉関係者による協議の場

を開催することとされています。複数市町村での設置も可能とされてお

り、専門性が高いことから、圏域での開催に向け検討をすすめます。

③目標達成のための取組み

・県が設置する協議の場、圏域ごとの協議の場との連携を図る必要がある

ため、県、中部市町、自立支援協議会、保健、医療、福祉、司法等関係

機関と検討をすすめていきます。

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実

障がいのある人の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、地域生活を支援する

機能（相談、体験の機会・場、緊急時の受入・対応、専門性、地域の体制づくり等）

の集約を行う拠点等の機能の充実に向けた検証・検討を実施します。

①数値目標

②数値目標設定の考え方

国の指針では、各市町村または圏域ごとに地域生活支援拠点または面

的な体制を整備し、拠点等が有する機能の充実に向け、検証・検討する

こととされています。本市においては圏域で面的な整備を行い、拠点等

に必要な機能を持つ様々な事業所と連携し、関係機関と機能の充実に向

けた検討を実施します。

③目標達成のための取組み

・地域のニーズ、既存のサービスの整備状況に応じて、関係機関、中部市

町、自立支援協議会などと連携し、拠点等に必要な機能の充実に向けて

検証・検討をすすめていきます。

項 目 令和 2 年度末 令和 5 年度末

（目標値）

保健・医療・福祉関係者による協議の場

の開催回数

0 回/年 圏域 1 回/年

保健・医療・福祉関係者による協議の場

への関係者の参加者数

－ 15 人

保健・医療・福祉関係者による協議の場

における目標設定及び評価の実施回数

－ 圏域 1 回/年

項 目 令和元年度末 令和 5 年度末

（目標値）

地域生活支援拠点の設置（中部圏域） 1 か所 1 か所

地域生活支援拠点等の機能の充実に向

けた検証・検討の実施回数

－ 1 回/年
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（４）福祉施設から一般就労への移行促進

①数値目標

②数値目標設定の考え方

国の指針では、福祉施設（就労移行支援、就労継続支援 A・B 型）から一般

就労への移行を令和元年度実績の 1.27 倍以上とすること、そのうち、就労移行

支援事業の移行実績は令和元年度末から 1.3 倍以上、就労継続支援 A 型は

1.26 倍以上、就労継続支援 B 型は 1.23 倍以上とすることとされています。

本市においては、一般就労への移行者数は 13 人とし、就労定着支援事業の

利用者数は令和 5 年度末時点の一般就労移行者数（目標値）13 人の 7 割の 9

人とします。

（参考）中部圏域の福祉施設の現状

③目標達成のための取組み

・障害者就業・生活支援センターや公共職業安定所、障害者職業センター等就

労関係機関と連携し、障がいのある人への相談及び指導・助言を行うなど、一般

就労への移行及び定着支援に努めていきます。

・企業等に対し、障がいのある人の一般就労や雇用支援策に関する理解の促進を

図るため、関係機関と協力して就労支援研修会等を開催し啓発に努めていきま

す。

・本市の会計年度任用職員として知的障がい、発達障がい、精神障がいのある人

の雇用を今後も継続します。

項 目
令和元年度末 令和 5 年度末

（目標値）

福祉施設から一般就労への移行者数 10 人 13 人

就労移行支援からの移行者数 － １人

就労継続支援 A 型からの移行者数 － ３人

就労継続支援 B 型からの移行者数 － ９人

就労定着支援事業の利用者数 － ９人

圏域事業所数 総定員 市内事業所数

就労継続支援 A 型 ６事業所 91 人 1 事業所

就労継続支援 B 型 19 事業所 408 人 12 事業所

就労移行支援 3 事業所 22 人 2 事業所

合 計 28 事業所 521 人 15 事業所
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（５）障がい児支援の提供体制の整備

①数値目標

②数値目標設定の考え方

国の指針では、「①児童発達支援センターは各市町村又は各圏域に少なくと

も１箇所以上の設置。②保育所等訪問支援は、全ての市町村において、保育所

等訪問支援を利用できる体制を構築。③各都道府県に難聴児支援のための中

核機能を果たす体制を確保。④主に重心児を支援する児童発達支援事業所及

び放課後等デイサービス事業所の確保は、各市町村又は各圏域に少なくとも１

箇所以上の設置。⑤医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置は、

各都道府県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障がい福祉、保育、

教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケ

ア児等に関するコーディネーターを配置する。」こととされています。

県計画では、各圏域に少なくとも１か所以上の設置を目標設定の基本的な考

え方とし、全ての市町村において児童発達支援センター等が身近に利用できる

体制の構築を目指しています。

本市においては、現状として事業所数及び協議の場の設置、コーディネータ

ーの設置は達成しているところです。

③目標達成のための取組み

・医療的ケア児等支援のための関係機関の協議の場の設置は、中部圏域自立

支援協議会内の部会を協議の場とし、県、各圏域と連携しながら、支援体制を

構築します。

・医療的ケア児等に対する総合的な支援体制の構築に向けて関連分野の支援を

調整するコーディネーターの設置は、平成 30 年度から県で養成研修が実施され

ており、引き続き人材の確保に努めます。

※医療的ケア児等とは、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養など

の医療的ケアが日常的な障がい児等のことをいいます。

項目 令和元年度末 令和 5 年度末

（目標値）

児童発達支援センター 2 か所 2 か所

保育所等訪問支援事業所 1 か所 2 か所

主に重心児を支援する児童発達支援事業所 1 か所 1 か所

主に重心児を支援する放課後等デイサービス事業所 1 か所 1 か所

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 圏域１か所 圏域１か所

医療的ケア児等に関するコーディネーターの設置 ４人 ６人以上
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（６）相談支援体制の充実・強化等

①数値目標

②数値目標設定の考え方

国の指針では、令和 5 年度末までに、各市町村又は各圏域において、相談支

援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体制を確保することとされています。

県計画では、令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において、総合的・専

門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を確保することとされて

います。

本市においては、総合的・専門的な相談支援を実施し、相談支援事業者に対

する訪問等による専門的な指導・助言の件数を、令和２年度の実績見込をもとに

令和５年度末に７０件/年とし、また、相談支援事業者の人材育成の支援の件数

を令和５年度末に５件/年とし、相談機関との連携強化の取組の実施を令和５年

度末に１８回/年とすることを目指します。

③目標達成のための取組み

・圏域で基幹相談支援センターを設置し、地域における相談支援事業者等に対す

る専門的な指導・助言、情報収集・提供、人材育成の支援等を実施します。

・中部圏域障がい者自立支援協議会において、関係機関との連携強化のための

協議の場を設置します。

項目 令和元年度末 令和５年度末

総合的・専門的な相談支援の実施 実施 実施

相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助

言件数
－ 70 件/年

相談支援事業者の人材育成の支援件数 － ５件/年

相談機関との連携強化の取組の実施回数 － 18 回/年
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（７）障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る体制の構築

①数値目標

②数値目標設定の考え方

国の指針では、令和 5 年度末までに、都道府県や市町村において、サービスの

質の向上を図るための取組みに係る体制を構築することとされています。

本市においては、県が実施する障害福祉サービス等に係る研修等への市職員

の参加人数を、令和５年度末に５人/年とし、障害者自立支援審査支払システム

等による審査結果を分析してその結果を活用し、事業所等と共有する場の実施を、

令和５年度末に１回/年とすることを目指します。

③目標達成のための取組み

・県が実施する障害福祉サービスに係る研修等へ、市の福祉課の職員が積極的

に参加し、障害福祉サービスの質の向上に努めます。

・システム等を活用し、審査結果を分析してその結果を活用して事業所等と情報共

有する場を実施します。

（８）情報バリアフリー化の推進

①成果目標

②目標設定の考え方

平成２５年１０月に手話を言語として普及を進める「鳥取県手話言語条例」が制

定され、市町村の責務としては、手話の意義や基本理念に対する住民の理解の

促進や手話の普及に努めることとされているところです。

本市においては、聴覚障がい、音声または、言語機能に障がいのある人のコミュ

ニケーション支援を図るため、令和５年度末までに、市手話言語条例の制定を目

指します。

③目標達成のための取組み

・聴覚障がい、音声または、言語機能に障がいのある人の社会参加の促進、市民

の理解の促進、手話の普及などについての協議の場を設置し、手話言語条例の

制定に向けた検討を行います。

項目 令和元年度末 令和５年度末

県が実施する研修への市職員の参加人数 － ５人/年

障害者自立支援審査支払等システム等による分析結果を

活用し、事業所等と共有する場の実施回数
－ １回/年

項目 令和５年度末

市手話言語条例の制定 制定
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２ 障害福祉サービスの見込量等

訪問系サービス・日中活動系サービス・居住系サービス等について、現在の利用者数

を基本として、利用の実績と施設等からの地域移行に伴うニーズ等を見込み必要なサー

ビスが提供できる体制整備に努めます。

第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画では、実際にサービスを利用す

る量（サービス提供量）に着目し、目標数値を設定していますので、第６期障がい福祉計

画及び第２期障がい児福祉計画も同様にサービス提供見込量を数値目標とします。

（１）訪問系サービス

障がいの状態やニーズに応じて、障がいのある人の自己決定と自己選択の尊重の

もと、在宅で適切な介護サービスを受けながら生活を継続していけるように、訪問系サ

ービスの充実に努めます。

【サービスの概要】

サービス名 内 容

居宅介護 ・自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等のサービスを提供します。

重度訪問介護

・重度の肢体不自由で常時介護を必要とする障がいのある人が対象

となります。

・自宅での入浴、排せつ、食事の介護などから外出時の介護を総合

的に行うサービスを提供します。

行動援護

・常に介護を必要とする重度の障がいのある人が対象となります。

・危険を回避するために、外出時の移動中の介護などのサービスを

提供します。

同行援護

・視覚に障がいのある人の移動時や外出先で必要な視覚的に情報の

支援(代筆・代読等)を行います。

・移動時や外出先で移動のための必要な援護をします。

・排せつや食事等の介護その他外出時の必要な援助をします。

重度障害者等

包括支援

・常時介護を必要とする障がいのある人で介護の必要の程度が著し

く高い場合に対象となります。

・居宅介護をはじめとする福祉サービスを包括的に提供します。
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【サービスの見込み量】

時間：月間のサービス提供時間 人：月間の利用人数

※居宅介護については、平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数をもとに各年度 5 人ずつの

増加を見込み、各年度利用者数に平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用時間を乗じたも

のをサービス見込量としました。

※重度訪問介護については、平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数をもとに各年度 2 人を

見込み、各年度利用者数に平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用時間を乗じたものをサ

ービス見込量としました。

※同行援護については、平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数をもとに各年度 6 人を見込

み、各年度利用者数に平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用時間を乗じたものをサービ

ス見込量としました。

※行動援護については、平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数をもとに各年度 3 人を見込

み、各年度利用者数に平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用時間を乗じたものをサービ

ス見込量としました。

【見込量確保のための方策】

・障がいのある人が地域で自立した生活が送れるよう、指定特定相談支援事業者が利

用者の実情を勘案した計画相談支援(サービス利用支援)を行い、適切なサービスを

提供できる体制を整備して、相談支援事業者と障害福祉サービス事業者等関係機

関が連携し、必要なサービスの量の確保に努めます。

・サービス提供事業者に対して福祉施策に関する多様な情報を提供するとともに、各

種講習等への積極的な受講を奨励します。特に同行援護や行動援護に対応できる

事業所を増やすために、専門の研修への受講を働きかけます。また、支援会議等を

通じて質の高いサービスが提供されるように働きかけます。

事業所数

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

居宅介護
1,276 時間 1,331 時間 1,386 時間

116 人 121 人 126 人

重度訪問介護
102 時間 102 時間 102 時間

2 人 2 人 2 人

同行援護
18 時間 18 時間 18 時間

6 人 6 人 6 人

行動援護
39 時間 39 時間 39 時間

3 人 3 人 3 人

重度障害者等包括支援
0 時間 0 時間 0 時間

0 人 0 人 0 人

訪問系計
1,435 時間 1,490 時間 1,545 時間

127 人 132 人 137 人

区分 市内 中部圏域

居宅介護 ９ １４

重度訪問介護 ９ １２

同行援護 ５ ６

行動援護 ２ ２
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（２）日中活動系サービス

①介護サービス

常時介護を必要とする障がいのある人に対する施設での専門的な介護サービスや

介護者が病気の場合などの短期入所の場など、日中も安心して生活できる介護サー

ビスの充実を目指します。

【サービスの概要】

【サービスの見込量】

人 ：月間の利用人数

人日：「月間の利用人数」×「1 人 1 月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量

※生活介護については、平成 30 年度から令和 2 年度までの利用実績をもとに、各年度の利

用者数を推計しました。各年度利用者数に平成 30 年度から令和 2 年度の月平均利用日数

19 日を乗じたものをサービス見込量としました。

※療養介護については、平成 30 年度から令和 2 年度までの最大値を利用者数と見込みまし

た。

※短期入所（福祉型）については、平成 30 年度から令和 2 年度までの平均利用者数をもと

に各年度とも前年度（R3 年度は過去 3 年間の平均）の 1.1 倍の利用者数を見込み、各年

度利用者数に平成 30 年度から令和 2 年度までの月平均利用日数 3 日を乗じたものをサー

ビス見込量としました。

サービス名 内 容

生活介護

・常時介護が必要な障がいのある人が対象となります。

・事業所において、食事、入浴、排せつなどの日常生活上の支援や、

生産活動・創作的活動の機会の提供などのサービスを行います。

療養介護

・病院等への長期の入院による医療に加え、常時介護が必要な障が

いのある人が対象となります。

・病院等への入院による医学的管理の下、食事・入浴等の介護の提

供、日常生活上の相談支援、社会参加活動支援などを通して身体

能力や日常生活能力の維持・向上のために必要な介護、訓練等を

実施します。

短期入所

・居宅で介護している介護者の疾病やその他の理由で、障がい者支

援施設等への短期間の入所を必要とする障がいのある人が対象と

なります。

・入浴、排せつ、食事等の介護や日常生活上の支援を提供します。

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

生活介護
151 人 151 人 151 人

2,869 人日 2,869 人日 2,869 人日

療養介護 12 人 12 人 12 人

短期入所(福祉型)
31 人 34 人 37 人

93 人日 102 人日 111 人日

短期入所(医療型)
1 人 1 人 1 人

2 人日 2 人日 2 人日
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※短期入所（医療型）については、重症心身障がい児（者）の利用を想定した利用者数を

見込み、各年度利用者数に月平均利用見込み日数 2 日を乗じたものをサービス見込量と

しました。

【見込量確保のための方策】

●生活介護

・障がいのある人やその家族等に向けた情報提供や支援体制の充実を図ります。

・医療的ケアの必要な利用者への対応が安定して実施できる体制を整備するために

看護師配置を支援する補助金を支給するなど受入体制の整備を引き続き実施しま

す。

・重症心身障がいのある人の受入については、施設の職員の資質の向上や利用者の

状態の安定、緊急時の医療対応等が必要であるため、県及び関係機関と連携しな

がら体制整備を図ります。

・利用者のニーズに対応できるよう、指定特定相談支援事業者が利用者の実情を勘

案した計画相談支援(サービス利用支援)を行います。

●療養介護

・医療と常時介護が必要な人が療養介護事業所で、安心して生活できる体制整備に

努めます。

・医療と常時介護が必要な人の家族等に向けた情報提供を行い移行後の不安の解

消に努めます。

●短期入所

・短期入所の利用については、家族のレスパイト、家族の介護が出来ない緊急的な場

合に利用ができるように事業所と連携し、家族への情報提供に努めます。

事業所数

②自立訓練

障がいのある人が地域生活を営むことができるように、機能訓練や生活訓練の場を

提供します。

【サービスの概要】

区分 市内 中部圏域

生活介護 １２ １９

療養介護 ０ ０

短期入所 １７ ２１

サービス名 内 容

自立訓練

(機能訓練)

・地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のた

め、支援が必要な身体障がいのある人が対象となります。

・理学療法、作業療法などの必要なリハビリテーションを行い、

生活などに関する相談及び助言を行います。

※療養介護は県内に１か所
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【サービスの見込量】

人：月間の利用人数

人日：「月間の利用人数」×「1 人 1 月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量

※自立訓練(機能訓練)については、今後の状況を勘案し 1 人を見込みました。各年度利用

者数に月平均利用見込み日数 8 日を乗じたものをサービス見込量としました。

※自立訓練(生活訓練)については宿泊型自立訓練事業所も含めた平成 30 年度から令和 2

年度の平均利用者数をもとに、永続性がないため同数での推移と見込み、各年度利用者

数に月平均利用見込み日数 14 日を乗じてサービス見込量としました。

【見込量確保のための方策】

●自立訓練（機能訓練）

・自立訓練(機能訓練)を必要とされている、障がいのある人等やその家族等に向けた

情報提供の充実を図ります。

●自立訓練（生活訓練）

・精神障がいのある人等が宿泊型自立訓練施設で日常生活能力が向上できる体制

整備に努めます。

・精神障がいのある人等やその家族等に向けた情報提供を行い、不安の解消に努め

ます。

事業所数

③就労支援

障がいのある人等の就労に関する課題等として、一般就労の実績が少ないこと、

特別支援学校等の卒業生の多くが福祉施設を利用していること、雇用施策、教育施

策、福祉施策との連携強化の一層の促進などがあげられます。「障害者総合支援

法」では就労支援の取り組みの強化が規定されています。障がいのある人等の働く場

の確保に向けた取り組みを促進します。

自立訓練

(生活訓練)

・地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のた

め、支援が必要な知的障がいのある人、精神障がいのある人が

対象となります。

・日常生活に必要な訓練、相談及び助言等を行い、生活能力の維

持・向上を図ります。

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

自立訓練（機能訓練）
1 人 1 人 1 人

8 人日 8 人日 8 人日

自立訓練（生活訓練）
18 人 18 人 18 人

252 人日 252 人日 252 人日

区分 市内 中部圏域

自立訓練（機能訓練） ０ １

自立訓練（生活訓練） ０ ０

宿泊型自立訓練 １ １
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【サービスの概要】

【サービスの見込量】 単位：１月あたり

人：月間の利用人数

人日：「月間の利用人数」×「1 人 1 月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量

※就労移行支援については平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用者数をもとに各年度 1

人ずつの増加を見込み、各年度利用者数に利用日数 8 日を乗じたものをサービス見込量

としました。

※就労継続支援 A 型については平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用者数をもとに各年

度 3 人ずつの増加を見込み、各年度利用者数に利用日数 20 日を乗じたものをサービス

見込量としました。

サービス名 内 容

就労移行

支援

・一般就労等を希望し、企業等への雇用または在宅就労等が見込ま

れる障がいのある人が対象となります。

・定められた期間、事業所における作業や、企業における実習、適

性に合った職場探しや就労後の職場定着のための支援など、就

労・定着のために必要な訓練、指導等のサービスを提供します。

就労継続

支援Ａ型

・一般の事業者に雇用されることが困難な場合に、社会福祉法人等

が就労継続支援Ａ型事業を行う事業所内において雇用契約に基

づく就労が可能な障がいのある人が対象となります。

・一般就労に向け必要な知識や能力の向上のために必要な指導や訓

練等のサービスを提供します。

就労継続

支援Ｂ型

・企業等や就労継続支援Ａ型での就労経験があって、年令や体力の

面で雇用されることが困難となった障がいのある人や、就労移行

支援事業を利用したが企業等や就労継続支援Ａ型の雇用に結び

つかなかった障がいのある人が対象となります。

・雇用契約は締結しないで、就労の機会や生産活動の場、就労への

移行に向けた支援等のサービスを提供します。

就労定着

支援

・就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がいのある人

で、就労に伴う環境変化により生活面の課題が生じている人が対

象となります。

・生活リズム、家計や体調の管理などの課題解決に向けて、企業や

関係機関等との必要な連絡調整や指導・助言等のサービスを提供

します。

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

就労移行支援
10 人 11 人 12 人

80 人日 88 人日 96 人日

就労継続支援（Ａ型）
50 人 53 人 56 人

1,000 人日 1,060 人日 1,120 人日

就労継続支援（Ｂ型）
273 人 283 人 293 人

4,368 人日 4,528 人日 4,688 人日

就労定着支援 2 人 2 人 2 人
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※就労継続支援 B 型については平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用者数をもとに各年

度 10 人ずつの増加を見込み、各年度利用者数に利用日数 16 日を乗じたものをサービス

見込量としました。

※就労定着支援については、一般就労に移行する見込数を令和 2 年度で 13 人としている

ため、そのうち年に 2 人を見込利用者数としました。

【見込量確保のための方策】

●就労移行支援

・障がいのある人やその家族等に向けた情報提供の充実を図り、一般就労の移行

に向けた支援をします。

・一般就労の移行に向けて、職場開拓（企業の受入体制）、職場での定着支援を

公共職業安定所、障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等就労

関係機関と連携し就労支援体制の整備を図ります。

・地元企業や地域の方々への障がいや障がいのある人に対する理解をしていただく

ために就労関係機関・福祉・教育分野と連携して啓発に努めます。

●就労継続支援Ａ型

・雇用契約に基づく就労が可能な障がいのある人のニーズに対応し必要なサービス

を提供するために障がいのある人やその家族等に向けた情報提供の充実を図り支

援していきます。

・事業所での定着を図るために、障がい者地域生活支援センター等と連携しながら

生活を安定させて就労に専念できる環境をつくります。

・利用者のニーズに対応できるよう、指定特定相談支援事業者が利用者の実情を

勘案した計画相談支援(サービス利用支援)を行います。

●就労継続支援Ｂ型

・就労移行支援事業を利用したが企業等や就労継続支援Ａ型の雇用に結びつか

なかった障がいのある人等のニーズに対応し必要なサービスを提供するために障が

いのある人やその家族等に向けた情報提供の充実を図り支援していきます。

・就労意欲のある障がいのある人の就労の場の確保と工賃倍増のために、優先調

達の推進や企業の下請け作業だけでなく、自主製品の開発や農業等の新たな作

業開拓に向け県と連携しながら情報提供をし支援していきます。

・利用者のニーズに対応できるよう、指定特定相談支援事業者が利用者の実情を

勘案した計画相談支援(サービス利用支援)を行います。

●就労定着支援

・サービス提供の実施に向けて、事業所に対して情報提供を行います。

・就労移行支援等から一般就労に移行した人やその家族などへも情報提供に努め

ます。
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事業所数

（３）居住系サービス

地域で安心して暮らせるよう、暮らしの場の確保に向けた居住支援を進め地域生活

への移行の促進に努めます。また、強度行動障がい等 24 時間支援が必要な人が、安

心して施設で専門的な介護等が受けられるよう、施設入所支援の充実を目指します。

【サービスの概要】

【サービスの見込量】

人：月間の利用人数

※自立生活援助については、障害者支援施設等から地域移行の見込数を令和 3 年度から

令和 5 年度で 6 人としているため、年に 2 人程度の移行者のうちサービスを利用する

人を 1 人としました。

※共同生活援助(グループホーム)については、令和 2 年度の利用者数に各年度地域移行

者数を勘案し、毎年度 2 名の増加を見込みました。

※施設入所支援については令和 5 年度の目標数値（P39 参照）と整合させました。

区分 市内 中部圏域

就労移行支援 ２ ３

就労継続支援 A 型 １ ６

就労継続支援 B 型 １２ １９

サービス名 内 容

自立生活援助

・障害者支援施設やグループホームから一人暮らしへの移行を

希望する障がいのある人が対象となります。

・理解力や生活力等を補うため、日常生活上の様々な問題につい

て、一定期間定期的な訪問や相談対応により、必要な情報提供

や助言等のサービスを提供します。

共同生活援助

(グループ

ホーム)

・就労、または就労継続支援等の日中活動を利用している知的障

がいのある人、精神障がいのある人で、地域において自立した

日常生活を営む上で相談等の日常生活上の援助が必要な場合

に対象となります。

・家事等の日常生活上の支援、日常生活における相談支援や関係

機関との連絡調整など必要なサービスを提供します。

施設入所支援

・生活介護または自立訓練、就労継続支援の対象者に対し、日中

活動とあわせて夜間等における入浴、排せつ又は食事の介護

等、障害者支援施設において必要な介護、支援等を実施します。

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

自立生活援助 1 人 1 人 1 人

共同生活援助（グループホーム） 82 人 84 人 86 人

施設入所支援 97 人 97 人 97 人
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【見込量確保のための方策】

●自立生活援助

・サービス提供の実施に向けて、事業所に対して情報提供を行います。

・障害者支援施設等から一人暮らしへ移行した人やその家族などへも情報提供に努

めます。

●共同生活援助(グループホーム)

・グループホームの整備が促進されるよう関係機関へ働きかけます。

・精神障がいのある人のグループホームについては、医療機関や社会復帰施設等を

経営する医療法人や社会福祉法人等、運営主体となる法人組織へ協力を呼びかけ

ます。

・グループホームは障がいのある人が地域で自立した生活を進めていく上で重要なサ

ービスであり、入所施設利用者や退院可能な精神障がいのある人の地域移行の受

け皿として必要です。今後も順次整備される事業者に対しグループホームの夜間世

話人設置事業等を実施し、運営を円滑に行える体制整備を図ります。

・人材確保、物件の確保、改正消防法への対応、地域住民への説明及び理解等、取

り巻く環境が厳しいところではありますが、県やサービス提供事業者と連携し解決に

努めます。

・地域移行後の支援体制の充実を図るため、指定一般相談支援事業者が地域相談

支援(地域定着支援)により、障害のある人が地域で安心して生活し続けていけるよう

に、関係機関と連携し地域移行後の生活のためのサービス調整を行い、緊急事態に

対して速やかに対応できる体制整備を図ります。

●施設入所支援

・施設に入所しておられる利用者に、指定特定相談支援事業者が施設内でのその人

の状況やニーズに対応した生活ができるように計画相談支援(サービス利用支援)を

行います。

事業所数

区分 市内 中部圏域

共同生活援助（グループホーム） ６ １０

施設入所支援 ７ ８
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（４）相談支援(計画相談支援・地域相談支援)

障がいのある人の自立した生活を支え課題の解決や適切なサービス利用に向けてき

め細かく支援をしていくため、障害福祉サービスのサービス等利用計画を作成しサービス

提供事業者とサービス調整を図ります。

【サービスの概要】

【サービスの見込量】

人：月間の利用人数

※計画相談支援については、すべての障害福祉サービス利用者を対象として実施するため、

令和 2 年度の障害福祉サービス利用者数と新規利用を勘案し、利用者数を見込みました。

※地域相談支援(地域移行支援)については、入所施設からの地域移行者数と精神科病院か

らの地域移行者数で見込みました。

※地域相談支援(地域定着支援)については、地域移行者が引き続き利用することを想定し、

利用者数を見込みました。

【見込量確保のための方策】

・相談支援事業を実施する事業者に対して研修会・講習会等の情報を提供し、相談

支援員の人材確保と資質の向上を図り、相談支援の提供体制の充実に努めます。

・現在、市内に 6 事業所がありますが、障がい福祉サービス利用者が適切な計画相談

支援を利用できるよう、計画相談支援(サービス利用支援)を行う指定特定相談支援

事業者の確保に努めます。

サービス名 内 容

計画相談支援(サ

ービス利用支援)

・障害福祉サービスを利用する人の心身の状況や置かれてい

る環境等を勘案し、適切なサービス利用に向けてケアマネ

ジメントによりきめ細かく支援をしていくために指定特定

相談支援事業者が計画相談支援を行います。

地域相談支援(地

域移行支援)

・施設に入所している障がいのある人や精神科病院に入院し

ている精神に障がいのある人が地域移行される場合に、居

住場所の確保や必要な障害福祉サービスの調整を行うため

に指定一般相談支援事業者が地域相談支援(地域移行支援)

を行います。

地域相談支援(地

域定着支援)

・入所施設や精神科病院から地域移行された障がいのある人

が、地域で安心して生活し続けていけるように、関係機関

が連携し地域移行後の生活のためのサービス調整を行い、

緊急事態に対して速やかに駆けつけられる体制をつくるた

めに指定一般相談支援事業者が地域相談支援(地域定着支

援)を行います。

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

計画相談支援(サービス利用支援) 665 人 675 人 685 人

地域相談支援(地域移行支援) 1 人 1 人 1 人

地域相談支援(地域定着支援) 1 人 1 人 1 人
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・障がいのある人一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、生活環境等を踏ま

えた適切なサービス等利用計画案の作成を促進するため、特定相談支援事業者と

の連携を図り、サービスの充実を図ります。

・中部圏域障がい者自立支援協議会で指定特定相談支援事業者が作成するサービ

ス等利用計画等の質の向上を図るための体制整備のための検討をします。

事業所数

（５）障害児通所支援・障害児相談支援

障がい児が心身ともに健やかに成長するため、また地域で安心して生活できるよう

必要な支援を行います。

【サービスの概要】

区分 市内 中部圏域

計画相談支援 ６ １０

地域相談支援（地域移行支援） ２ ２

地域相談支援（地域定着支援） ２ ２

サービス名 内 容

児童発達支援

・未就学児を対象に日常生活における基本的な動作の

指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を

行う。

医療型児童発達支援 ・肢体不自由児に児童発達支援および治療を行う。

放課後等デイサービス

・就学児を対象に、授業終了後又は休業日に、生活能

力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進

などの支援を行う。

保育所等訪問支援
・保育所、学校等を訪問し、集団生活への適応のため

の専門的な支援等を行う。

居宅訪問型児童発達支

援

・重症心身障がい児などの重度の障がいのある児童等

で、児童発達支援等の障がい児通所支援を受けるた

めに外出が著しく困難な児童を対象に、居宅を訪問

し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技

能の付与等の支援を行う。

障害児相談支援

・障害児通所支援を利用する人のニーズに応じ課題の

解決や適切なサービス利用に向けてケアマネジメン

トを行う。



57

【サービスの見込量】

人：月間の利用人数

人日：「月間の利用人数」×「1 人 1 月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量

※児童発達支援及び医療型児童発達支援については、平成 30 年度から令和 2 年度の利用

者数の実績をもとに、毎年１人の増加を見込み、各年度利用者数に利用日数 2 日を乗じ

たものをサービス見込量としました。

※放課後等デイサービスについては、平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数の実績をも

とに、毎年 5 人の増加を見込み、各年度利用者数に利用日数 4 日を乗じたものをサービ

ス見込量としました。

※保育所等訪問支援については、平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数の実績をもとに、

毎年 2 人の増加を見込みました。

※居宅訪問型児童発達支援については、中部圏域に事業所がないため見込を 0 人としまし

た。

※障害児相談支援については、平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数の実績をもとに、

毎年 5 人の増加を見込みました。

【見込量確保のための方策】

・障がいのある児の家族や保育所等に向けた情報提供を行いサービスの必要な人が

利用できるよう啓発に努めます。

・利用者のニーズに対応できるよう、相談支援事業者が利用の実情を勘案した障害児

相談支援を行い、適切なサービスを利用できる体制を整備して、相談支援事業者と

サービス提供事業者が連携し、必要なサービス量の確保に努めます。

・障がい児サービスから障がい者サービスへの円滑な移行に向けて、関係機関と連携

を取りながら取り組みます。

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

児童発達支援
18 人 19 人 20 人

36 人日分 38 人日分 40 人日分

医療型児童発達支援
15 人 16 人 17 人

30 人日分 32 人日分 34 人日分

放課後等デイサービス
96 人 101 人 106 人

384 人日分 404 人日分 424 人日分

保育所等訪問支援
23 人 25 人 27 人

23 人日分 25 人日分 27 人日分

居宅訪問型児童発達支援
0 人 0 人 0 人

0 人日分 0 人日分 0 人日分

障害児相談支援 198 人 203 人 208 人



58

（６）障がい児の子ども・子育て支援等の提供体制の整備

【サービスの概要】

【サービスの定量的な目標（見込）】

※平成 30 年度から令和 2 年度の利用者数の実績をもとに、各年度の利用者数を見込みま

した。

【見込量確保のための方策】

・「倉吉市子ども・子育て支援事業計画」との調和を図りながら、子ども・子育て支援等

における障がい児の受入体制の充実が図れるよう、子育て支援分野と連携して取り

組みます。

・保育士・放課後児童支援員等の加配対応、保育所訪問相談・巡回指導、専門性を

高める人材育成の促進等の支援体制の構築を図ります。

（７）発達障がい者等に対する支援

【支援の概要】

サービス名 内 容

第１号認定
満 3 歳以上から小学校就学前までの教育のみを受け

る児童が利用します。

第２号認定

保護者の就労等により、満 3 歳以上から小学校就学

前までの保育が必要な児童が利用します。・肢体不自

由児に児童発達支援および治療を行う。

第３号認定
保護者の就労等により、満 3 歳未満の保育が必要な

児童が利用します。

放課後児童健全育成事業 放課後児童クラブ

項目 内 容

ペアレントトレーニング
子どもの行動変容を目的として、親が褒め方や指示

などの具体的な養育スキルを獲得する

ペアレントプログラム
育児に不安がある保護者、仲間関係を気づくことに

困っている保護者などを支援するプログラム

ペアレントメンター
自らも発達障がいのある子育てを経験し、かつ相談

支援に関する一定のトレーニングを受けた親

ピアサポート活動
同じ症状や悩みを持ち、同じような立場にある仲間

が体験等を語り合い、回復を目指す活動

種類 R3 年度 R4 年度 R5 年度

第 1 号認定（受入施設：幼稚園、認定こども園） 5 人 5 人 5 人

第 2 号認定（受入施設：保育所、認定こども園） 45 人 45 人 45 人

第 3 号認定（受入施設：保育所、認定こども園等） 1 人 1 人 1 人

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 66 人 66 人 66 人
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【サービスの見込量】

【見込量確保のための方策】

・支援プログラムについては、保護者が身近なところで子育て支援を受けることができる

ような体制づくりを行います。

・ペアレントメンターやピアサポート活動については、障がい者地域生活支援センター

や県自閉症協会などと連携して取り組みます。

区 分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

ペアレントレーニングやペアレントプログラ

ム等の支援プログラム等の受講者数
6 人 6 人 6 人

ペアレントメンターの人数 13 人 13 人 13 人

ピアサポートの活動への参加人数 7 人 7 人 7 人
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３ 地域生活支援事業の見込量等

地域生活支援事業は市町村および都道府県が主体となり地域の特性や利用者の状

況やニーズに応じて柔軟な事業形態により事業を効率的・効果的に実施するもので、必

須事業である相談支援事業・成年後見制度利用支援事業・意志疎通支援事業・手話

奉仕員養成研修事業・日常生活用具給付等事業・移動支援事業・地域活動支援セン

ター機能強化事業と任意事業である訪問入浴サービス事業・日中一時支援事業・社会

参加促進事業等の必要なサービスが提供できる体制整備に努めます。

（１）相談支援事業

障がいのある人、介護者等の福祉に関する相談に応じ、必要な情報の提供及び助

言、その他の障害福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行います。平成 24 年

度より設置している基幹相談支援センターでは、今後も①総合相談・専門相談として、

三障がい対応のワンストップ相談窓口、支援困難事例への対応や相談支援事業者へ

の助言、地域の相談支援専門員の人材育成②地域移行・地域定着支援として入所

施設や精神科病院へのはたらきかけ、地域体制整備に係るコーディネート③地域関

係機関とのネットワーク④権利擁護・虐待防止として成年後見制度利用支援事業や

虐待防止対応、以上の業務を実施します。障がい者虐待防止センターへの相談実績

は、平成 30 年度が 3 件、令和元年度が 4 件ありました。

【見込量確保のための方策】

・障がい者地域生活支援センター2 箇所で一般相談を受けていますが、相談件数

の増加、抱える問題が重複・多様化しています。障がいのある人や家族からの相談

に応じ、必要な情報提供をはじめ、障害福祉サービスの利用支援、権利擁護のた

めの必要な援助、地域やその他障がい者に関わる関係機関との連携など、地域で

安心して暮らすための支援を行います。また、困難事例等に対応ができるよう相談

支援専門員の資質の向上に努めます。

・障がい者虐待防止センターを福祉課に設置し、専用電話で相談・通報を受ける等

体制整備を行っています。相談通報受理後には、障がい者相談支援センターとと

もに対応にあたることとしています。

・基幹型支援センターを中心として障がいのある人の相談支援体制の機能強化と関

係機関のネットワーク化を図り、障がいのある人の権利擁護の実現のために体制整

備を行っていきます。

・現在身体障がい者相談員 8名、知的障がい者相談員 3名、精神障がい者相談員

１名を委嘱しています。相談員と連携し、相談活動の周知など相談支援の充実を

図ります。

・障がいのある人や家族が速やかに相談ができるよう窓口の周知を積極的に実施し

ます。

（２）成年後見制度利用支援事業

成年後見制度を利用することが有用であると認められる判断能力が不充分な人に

対し、成年後見制度の利用を支援することにより、これらの障がい者等の権利擁護を

図ります。
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成年後見制度の利用に要する費用について、補助を受けなければ、成年後見制度

の利用が困難と認められる人に対し、申立てに要する経費及び後見人等の報酬の全

部又は一部を補助するものです。

利用実績については、報酬助成件数が年々伸びてきており、今後も増加が見込ま

れます。

【見込量確保のための方策】

・障がい者地域生活支援センター及び中部成年後見支援センター、市社会福祉協

議会等と連携し、対象者の把握に努めます。

・関係機関及び団体等へ制度の周知を図ります。

（３）意志疎通支援事業

聴覚、言語機能、音声機能その他の障がいのため、意思疎通を図ることに支障があ

る人と他の人との意思疎通の円滑化を図るための事業を実施します。

本市では、手話通訳者設置事業、手話通訳者等及び要約筆記者等派遣事業を

行います。

【見込量確保のための方策】

・手話通訳者設置事業者と連携しながらサービス提供体制の整備を図るとともに、

設置手話通訳者、登録手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者、要約筆記奉仕

員の能力向上に努め、質の高いサービスを提供するように努めます。

・障害者基本法に手話は言語であることが明記されました。また鳥取県の「鳥取県

手話言語条例」にも手話を言語と規定しております。聞こえない人または聞こえにく

い人や手話についての知識や理解について鳥取県中部聴覚障がい者センターや

関係団体と連携し周知します。

（４）日常生活用具給付等事業

重度障がいのある人等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又は

貸与することにより、日常生活の便宜を図ります。

【見込量確保のための方策】

・対象者に対し日常生活用具給付にともなう情報提供をおこない、市の登録給付事

業者と連携しニーズにあった給付に務めます。

・障がいのある人のニーズに応じた日常生活用具の種目の導入及び給付条件も検

討していきます。
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（５）手話奉仕員養成研修事業

手話奉仕員養成研修の事業を実施することで、聴覚障がい者及び音声又は言語

機能障がい者の意志伝達の手段を確保し、社会参加を促進します。

【見込量確保のための方策】

・事業を委託している鳥取県聴覚障害者協会と連携し、養成研修について周知を

図り、受講者の拡大に努めます。

（６）移動支援事業

屋外での移動が困難な障がいのある人に対し、社会生活上必要不可欠な外出や

余暇活動等の社会参加に必要となる外出時の移動の支援を行い、地域における自

立生活や社会参加を促進します。

※視覚障がい者で個別支援が必要な障がいのある人は平成 23 年 10 月より同行援護で実施

することとなりました。

【見込量確保のための方策】

・今後も利用のニーズは増加傾向にあるため、移動支援登録事業者と連携しながら、

利用者・事業者に情報提供をし必要なサービス量の確保を図ります。

・福祉有償運送（車両移送）についても必要なニーズに対応できる体制整備を図り、

移動支援登録事業者と連携しながら、サービス量の確保に努めます。

・中部圏域障がい者自立支援協議会で移動支援に対する課題等を共有し、協議し

ます。

・「地域生活支援事業実施要綱」に明記されていない個別事例で、判断が出来にく

い案件については、基準を明確にするためのマニュアル等を作成し公平公正な移

動支援の実施を図っていきます。

（７）その他の事業

①訪問入浴サービス事業

身体に障がいのある人の自宅等に訪問し、居宅で入浴サービスを提供します。

【見込量確保のための方策】

・現在、利用者はありません。市への登録事業者は 3 事業者です。地域生活支援の

ため、事業の周知を行い、引き続き訪問入浴サービス事業が実施できる体制を整

えます。

②日中一時支援事業

障がいのある人の日中における活動の場を確保し、障がいのある人の家族の就労

支援及び障がいのある人を日常的に介護している家族の一時的な休息を提供しま

す。
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【見込量確保のための方策】

・障がいのある児童の利用が増加しています。日中一時支援登録事業者と連携しな

がら、利用者・事業者に情報提供をし必要なサービス量の確保を図ります。

・日中一時支援登録事業者と連携し、障がいの状況や特性に応じた受入体制の整

備に努めます。

③社会参加促進事業

○点字・声の広報等発行事業

文字による情報入手が困難な障がいのある人のための点訳、音声訳など、障がいの

ある人にわかりやすい方法により、市の広報、生活情報などを定期的に提供します。

【見込量確保のための方策】

・視覚障がいのある人への情報保障の取り組みとして、令和 3 年度以降も継続して

実施します。

○聴覚障がい者生活支援事業

聴覚に障がいのある人が日中活動する場に集い、コミュニケーションを大切にしなが

ら、集団の中で生活性を養い食生活や栄養の自己管理をすることにより、日常の健康

管理や生活習慣病に役立ち、生活の向上に努めます。

【見込量確保のための方策】

・鳥取県聴覚障害者協会に委託し、日中活動する場の確保をし当事者団体と連携

しながら、聴覚に障がいのある人に必要な支援を行います。

○自動車運転免許取得・改造助成事業

自動車運転免許の取得及び自動車の改造に必要な費用の一部を助成します。

【見込量確保のための方策】

・障がいのある人の社会参加の促進のため、自動車運転免許取得及び自動車改

造の対象となる障がいのある人に対し情報提供を行い、令和 3 年度以降も実施し

ます。

○点訳・朗読奉仕員養成事業

研修事業を実施することで、視覚障がいに対する理解と点訳・朗読の知識を習得

した点訳・朗読奉仕員を養成し、視覚障がい者の情報保障を推進します。

【見込量確保のための方策】

・事業を委託している鳥取県ライトハウス点字図書館と連携し、養成研修について周

知を図り、受講者の拡大に努めます。
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地域生活支援事業のサービス見込量

人日：「月間の利用人数」×「1 人 1 月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量

年あたり

項目 区分 R3 年度 R4 年度 R5 年度

相談支援事業

障害者相談支援事業
設置 2 か所 2 か所 2 か所

相談件数 1,175 件 1,305 件 1,436 件

自立支援協議会 設置 有 有 有

基幹相談支援センター 設置 有 有 有

成年後見制度利用支援事業 利用件数 10 件 12 件 14 件

意志疎通支援事業

手話通訳者設置事業 利用件数 192 件 192 件 192 件

手話通訳者等派遣事業 利用件数 91 件 91 件 91 件

要約筆記者等派遣事業 利用件数 1 件 1 件 1 件

手話奉仕員養成事業

（中部圏域）
養成人数 20 人 20 人 20 人

日常生活用具給付等事業 利用件数 1,542 件 1,642 件 1,742 件

移動支援事業

個別支援型

（児童も含む）

利用時間 8,003 時間 8,268 時間 8,533 時間

実利用者数 151 人 156 人 161 人

その他の事業

訪問入浴サービス事業 実利用者数 1 人 1 人 1 人

日中一時支援事業

（児童も含む）

利用人日 8,514 人日 8,944 人日 9,374 人日

実利用者数 198 人 208 人 218 人

社会参加促進事業

点字・声の広報等発行

事業
月 1 回発行 月 1 回発行 月 1 回発行

聴覚障がい者生活支援

事業（中部圏域）
実参加人数 132 人 132 人 132 人

自動車運転免許取得・

改造助成事業
利用件数 7 件 7 件 7 件

点訳・朗読奉仕員養成

（中部圏域）
養成件数 2 人 2 人 2 人
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◆目標数値の設定の考え方

○障害者相談支援事業については、令和 2 年度の相談件数は 1 日平均 4 件であったため、

障がい者の増を勘案し、3 年度を 1 日平均 4.5 件、4 年度 5 件、5 年度 5.5 件で見込み

ました。

〇成年後見制度利用支援事業については、今後も報酬助成の利用の増加は見込まれるの

で、令和 2 年度の実績見込みから、毎年 2 件ずつの増加としました。

○意志疎通支援事業の手話通訳者設置は、平成 30 年度から令和 2 年度の平均利用件数

177 件であったが、障がい者の高齢化など利用者の増を見込み、各年度 192 件としま

した。手話通訳者等派遣も同様に過去 3 年間の平均利用件数 72 件であったが、各年度

91 件としました。要約筆記者派遣は、過去 3 年間の実績がありませんでしたが、各年

1 人を見込みました。

〇手話奉仕員養成研修事業については、平成 30 年度入門課程修了 16 人・基礎課程 4 人、

令和元年度入門課程 9 人・基礎課程 14 人の実績がありました。令和 2 年度は入門編 6

人、基礎編 7 人の見込ですが、過去 3 年間の実績をもとに、各年度 20 人を見込量とし

ました。

○日常生活用具給付等事業については、平成 30 年度から令和 2 年度まで増加傾向にある

ため、令和２年度実績見込に各年度 100 件増で見込みました。

○移動支援事業については、令和 2 年度の利用見込みをもとに、各年度 5 人の増を見込

み、利用時間は令和 2 年度の平均利用時間を乗じたものを見込量としました。

○地域活動支援センターについては、利用者のニーズと事業所の供給体制などを調査し、

設置について検討をします。

○訪問入浴サービス事業については、令和 2 年度途中で利用者が 0 人となりましたが、

平成 30 年度から令和 2 年度までの利用者数をもとに 1 名と見込みました。

○日中一時支援事業については、令和 2 年度の利用見込みをもとに、各年度 10 人の増を

見込み、利用時間は令和 2 年度の平均利用時間を乗じたものを見込量としました。

〇社会参加促進事業の聴覚障がい者生活支援事業については、登録利用者の参加率が平

成 30 年度が 36.4％、令和元年度が 36.2％、令和 2 年度は 37.5％となっています。平

成 30 年度から令和元年度の平均参加率をもとに参加者数を見込みました。

〇自動車運転免許取得・改造助成事業については、平成 30 年度から令和 2 年度までの利

用者数をもとに年 7 件としました。

○点訳・朗読奉仕員養成事業については、中部圏域で調整し、年 2 人としました。
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４ その他

（１）倉吉市障がい者地域自立支援協議会

障がいのある人の特性による生きづらさや困難さ、様々なニーズに対応していくため

に、地域の障がい福祉に関する関係機関が集まり、ネットワークを構築し、情報共有・

情報発信に努めています。協議会では、個別の相談支援の事例を通じて明らかにな

った課題を共有し、地域のサービス基盤の整備や支援体制の充実について、検討を

行っています。

また、困難事例への対応のあり方に対する協議や地域の社会資源の開発、権利擁

護に関する取組みも実施していきます。

さらに「障がい福祉計画及び障がい児福祉計画」の策定、変更時には意見聴取等

に努めていきます。

（２）中部圏域障がい者地域自立支援協議会

中部圏域障がい者自立支援協議会は、中部圏域 1 市４町で共同設置、運営され

ています。今後も中部圏域の障がい者関係機関の連携強化と相談支援の中核的役

割を果たす協議の場と位置づけ、広域的な課題に対応していきます。
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用語解説

注釈 用 語 ページ 解 説

※1 情報アク セシビリ ティ ３ペー ジ アクセ シビリテ ィとは 、年齢や身 体障がい の有

無に関 係なく 、誰でも 必要とする 情報に簡 単に

たどり つけ、利 用できるこ とをいう 。

※2 ユニバー サルデザ イン １３ペー ジ 障がい の有無に 関わらず 、すべて の人にと って

使いや すいよう に意図して つくられ た製品 、情

報、環 境のデザ イン。

※3 基幹相談 支援セン ター １６ペー ジ 地域の 相談支援 の中核的な 役割を担 う機関 。総

合的な 相談支援 業務 、地域の相談 支援関係 機関

とのネ ットワー ク体制強化 の取組 、地域移行・

地域定 着の促進 、権利擁護 ・虐待防 止を行う 。

※４ ピアカウ ンセリン グ １６ペー ジ 「ピア 」とは「対等 」「仲 間 」と いう意味 です 。

ピア・カウンセ リングの 目的は 、障害のあ る人

同士が 対等な立 場で話を聞 き合い 、共感し 合い

仲間同 士で支え 合うことで ある。

※５ ペアレン トメンタ ー １６ペー ジ ペ アレ ントメ ンタ ーと は 、「 よき 相談 相手 、先

輩 保護 者」。 同じ 発達 障がい のあ る子 ども を育

て る 保 護 者 が 相 談 相 手 と な っ て 、 悩 み を 共 感

し 、実際の子 育ての経 験を通して 子どもへ の関

わり方 などを助 言する支援 者のこと である。

※６ イ ン ク ル ー シ ブ 教 育 シ

ステム

１９ペー ジ 人間の 多様性の 尊重の強化 、障が い者が精 神的

及 び 身 体 的 な 能 力 を 可 能 な 最 大 限 度 ま で 発 達

させ 、自由な 社会に効 果的に参加 すること を可

能とす る目的の 下 、障 がいのある 人と障が いの

ない人 が共に学 ぶしくみ。

※７ LD 等専門 員 ２０ペー ジ LD、 ADHD、 高 機能 自 閉症 等 の幼 児 、 児童 、

生徒及 びその指 導に携わる 教員 、保護者等 を対

象に相 談活動や 理解啓発に あたると ともに 、小

中学校 へ計画的 に出かけ 、特別支 援教育の 校内

(園 内 )支 援 体 制 の 機 能 の 充 実 に 向 け て 支 援 を

行う。
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※８ 市民後見 人 ２３ペー ジ 一般市 民による 成年後見人 。認知 症や知的 障が

いなど で判断能 力が不十分 になった 人に 、同じ

地域に 住む市民 が 、家庭裁 判所から 選任され 、

本人に 代わって 財産の管理 や介護契 約などの

法律行 為を行う 。

※９ レスパイ ト ３２ペー ジ 障 が い の あ る 人 の 日 常 的 な 介 護 か ら の 一

時 的 開 放 と 定 義 さ れ 「 休 息 」 「 息 抜 き 」

を 意 味 す る 。

※10 あんしん 賃貸支援 事業 ３９ペー ジ 高齢者 世帯 、障がい 者世帯 、外国人世 帯 、子育

て世帯 、一人 親世帯等 が民間住宅 への円滑 な入

居を図 るため 、県に登 録された民 間賃貸住 宅に

関する 情報提供 や 、さ まざまな居 住支援を 行う

ことに より 、高 齢者 、障がい者等 の入居支 援を

行う。

※11 居住サポ ート事業 ３９ペー ジ 民 間 住 宅 の 入 居 を 希 望 し て い る 障 が い の あ る

人が 、入居する 事が困難 な場合に 、入居場 所を

探した り 、入 居契約の 諸手続きや 保証人等 が必

要 な 時 の 調 整 等 の 支 援 を 行 う ほ か 、 家 主 の 相

談・助 言や緊急 時の対応な どを行う 。
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資料編
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1 倉吉市障がい者計画及び倉吉市障がい福祉計画等策定委員会設置要綱

（設置 ）

第１条 障害者基 本法（昭和 45 年法律第 84 号 ）第 11 条第 ３項に規 定する計画 （以 下「障

がい 者計 画 」 とい う 。） 及 び障 害 者 の日 常 生 活 及 び 社会 生 活 を総 合的 に 支 援す る た めの 法律

（ 平 成 17 年 法 律 第 123 号 ） 第 88 条 第 １ 項 に 規 定 す る 計 画 （以 下 「 障が い 福祉 計 画 」 と

いう 。）並びに児 童福 祉法第 33 条 の 20 第１項に 規定する計画（以下「障 がい児 福祉計画 」

とい う 。） の 策定 に 当 た り 、障 が い 者そ の 他 の 関 係 者及 び 市 民の 意見 を 聞 くた め 、 倉吉 市障

がい者 計画及び 倉吉市障がい 福祉計画 等策定委 員会（以 下「委員会 」とい う 。）を 設置する 。

（組織 ）

第２条 委員会は 、25 名 以内の委 員で組織 し、次に掲げ る者のう ちから市 長が委 嘱する。

(１) 障がい 者関係団 体の代表

(２ ) 障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律 第 ５ 条 第 １ 項 に 規 定

する障害 福祉サー ビスを行う事 業者の代 表

(３ ) 児 童 福 祉 法 第 ６ 条 の ２ の ２ 第 １ 項 に 規 定 す る 障 害 児 通 所 支 援 又 は 同 条 の ２ の ２ 第 ６

項に規定 する障 害児相談支援 を行う事 業者の代 表

(４) 地域 活動団体の 代表

(５) 各種 関係機関又 は関係団 体の代表

(６) 学識 経験者

(７) 市民 の代表

２ 前項 第７号の 市民の代表は 、市民か ら募集す るもの とする。

（任期 ）

第３条 委員の任 期は 、障がい者計画 及び障が い福祉計 画並びに 障がい児福 祉計画の 策定完了

の日ま でとする 。

２ 委員 が委嘱さ れたときにお ける当該 職を辞し たとき は、委員 を辞したもの とみなす 。

（委員 長及び副 委員長 ）

第４条 委員会に 委員長及び副 委員長を 置き、委 員の互 選により 決定する。

２ 委員 長は、委 員会を代表し 、会務を 総括する 。

３ 副委 員長は、 委員長を補佐 し、委員 長に事故 あると きは、そ の職務を代理 する。

（会議 ）

第５条 委員会の 会議は、市長 が招集し 、委員長 が議長 となる。

２ 委員 会の会議 は、委員の半 数以上が 出席しな ければ 、開くこ とができない 。

（庶務 ）

第６条 委員会の 庶務は、健康 福祉部に おいて処 理する 。

（その 他）

第７条 この要綱 に定めるもの のほか 、委員会の 運営に関 し必要な 事項は 、市長が別 に定める 。

附 則

この要 綱は、平 成 18 年 ８月１日 から施行す る。

附 則

この要 綱は、平 成 23 年 9 月１日 から施行 する。

附 則

この要 綱は、平 成 26 年 9 月１日 から施行 する。

附 則

この要 綱は、平 成 29 年 10 月 １日から 施行する 。
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附 則

この要綱 は、令和 ２年 10 月１日 から施行し、 令和２ 年４月１ 日から適 用する。
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２ 倉吉市障がい者計画及び倉吉市障がい福祉計画等策定委員会委員名簿

３ 倉吉市障がい者計画及び倉吉市障がい福祉計画等策定委員会開催状況

第 1 回 令和 2 年 11 月 17 日

第５期障がい福祉計画及び第１期障がい児福祉計画の実績について

第 2 回 令和３年 1 月１３日

第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画の素案について

【令和 3 年 1 月２９日～令和 3 年 2 月１６日 パブリックコメント期間】

第３回 令和 3 年 2 月１９日

第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画の正案について

区 分 機関 ・団 体 等 職 名 氏 名 備 考

障 害 者 関 係

団体の代 表

特 定非営利 活動法人 鳥取県自閉症 協会 会員 竺原 晶子

鳥 取県重症 心身障害 児(者)を守る会 副会 長 林 るみ子

倉 吉市身体 障害者福 祉協会 会長 福永 幸男

倉 吉市手を つなぐ育 成会 副会 長 治郎 丸有里

倉 吉市精神 障がい者 家族会 会長 相見 槻子 委員長

鳥 取県中部 ろうあ協 会 会長 戸羽 伸一

障 害 福 祉 サ

ー ビ ス 事 業

者の代表

ヘ ルパース テーショ ン蔵まち 所長 小川 朗子

サ ンジュエ リー 施設 長 木天 隆治

コ ミュニテ ィーハウ ス楽 施設 長 石笠 勝也

中 部療育園
係 長 ・ 理 学 療 法

主任

谷川 英里

皆 成学園 育成 課長 伊藤 智子

相 談 機 関 の

代表

中 部障がい 者地域生 活支援センタ ー 相 談支援専 門員 河本 和幸

中 部聴覚障 がい者セ ンター
所 長 兼 聴 覚 障 が

い者 相談員

下垣 彰則

障 害 者就 業 ・生 活 支援 セ ンタ ー くら よ し 所長 兼相談員 森 玲子

地 域 活 動 団

体の代表
倉 吉市社会 福祉協議 会

会長 坂本 操 副 委 員

長

各 種 関 係 機

関 又 は 関 係

団体の代 表

鳥 取県中部 医師会
倉 吉 病 院 副 理 事

長・ 院長

田中 潔

倉 吉公共職 業安定所 所長 齋木 和紀

倉 吉児童相 談所 判定 保護課長 森 英世

鳥 取県立倉 吉養護学 校 副校 長 綾女 京子

中 部成年後 見支援セ ンター 所長 松村 久
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（資料）パブリックコメント結果

１ 募集期間 令和 3 年 1 月２９日～令和 3 年 2 月１６日

２ 募集結果 ９件

No 頁 意見（主旨） 反映状況

１ 14 ３P 内容等⑦安全・安心⇒１４P 施策

の体系図に記載がない

「倉吉市障がい者プラン」は、「倉吉市障

がい者計画」（以下、者計画。）及び「倉吉

市障がい福祉計画」「倉吉市障がい児福祉

計画」を一体的な計画として策定していま

す。者計画は障がい者施策の基本計画とし

て、障がい者の自立と社会参加を促進する

ために策定しており、１４P 施策の体系図

は国の基本計画に基づき、H26 年の者計画

策定時に設定したものです。者計画につい

ては次回改定時に見直しを予定しており

ます。なお、「安全・安心」につきまして

は、P19④地域防災体制の充実の部分に記

載しております。

２ 17 １７P③地域移行の促進の４項につい

て、整備するのなら後半末文の「検討

します」には違和感がある。整備し検

討するのなら、「さらに」とか、「環境

の整備については」とか、表現のしか

たをわかりやすくしてあれば。

下記のとおり修正します。

〇障がいのある人の重度化・高齢化や親亡

き後を見据え、居住支援のための機能（相

談体験の機会・場、緊急時の受入・対応、

専門性、地域の体制づくりなど）を地域に

整備し、これらの機能の集約化や地域にお

いて機能を分担して担うなどの環境の整

備について検討します。

↓

〇障がいのある人の重度化・高齢化や親亡

き後を見据え、居住支援のための機能（相

談体験の機会・場、緊急時の受入・対応、

専門性、地域の体制づくりなど）を地域に

整備し、これらの機能の集約化や地域にお

いて機能を分担して担うなど、機能の充実

に向けた検討を行います。
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３ 20 ２０P④社会的及び職業的自立の促進

の１項について、「早い段階から支援

していくために」と、文末にも「支援

を行います」とあるので、どちらかは

なくても意味はわかると思う。

下記のとおり修正します。

〇教育の場から社会人としてスムーズに

社会生活に移行できるよう、早い段階から

支援していくために、関係機関と連携し

て、早期自立のための支援を行います。

↓

〇教育の場から社会人としてスムーズに

社会生活に移行できるよう、早い段階から

関係機関と連携して、早期自立のための支

援を行います。

４ 21 ２１P②障がい者雇用における企業等

への理解促進の２項について、「あい

サポート研修」が前文と繋がって読み

にくい。

下記のとおり修正します。

〇企業に対してあいサポート研修の受講

推進等、理解を深める働きかけを行いま

す。

↓

〇企業に対して、あいサポート研修の受講

推進等、理解を深める働きかけを行いま

す。

５ ２１P②障がい者雇用における企業等

への理解促進の３項の後半の文章が

長いため、読みにくい。「 ...商工会議

所を通じ、企業に対して ...」としては

どうか。

下記のとおり修正します。

〇民間企業における鳥取県の障がい者雇

用率は、2.28％（令和元年 6 月 1 日現在）

であり、達成企業は 58.6％といずれも全国

平均は上回っています。未達成の企業もあ

るため、市と障害者就業・生活支援センタ

ー等が連携し、企業に対して、倉吉市人権

啓発企業連絡会や倉吉市人権教育研究会

企業活動委員会、商工会議所を通じ、障が

い者雇用についての理解促進を図ります。

↓

〇民間企業における鳥取県の障がい者雇

用率は、2.28％（令和元年 6 月 1 日現在）

であり、達成企業は 58.6％といずれも全国

平均は上回っています。未達成の企業もあ

るため、市と障害者就業・生活支援センタ

ー等が連携し、倉吉市人権啓発企業連絡会

や倉吉市人権教育研究会企業活動委員会、

商工会議所を通じ、企業に対して、障がい

者雇用についての理解促進を図ります。
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６ 28 ２８P 入所施設利用実績⇒R2 年度見

込みに対して目標値のバランスは大

丈夫か。

地域移行⇒H30 年度４人削減で１人自

宅とあるが３人は何処へ。

R1 年度５人削減、R2 年度見込み１人

削減、６人は何処へ。

目標値２人以上の削減、地域移行９人

以上⇒移行先１名自宅とあるが数字

の整合性はとれているのか。

２８P（１）施設の入所者の地域生活への

移行について、入所施設利用実績の表中

「削減者数」は地域移行者だけでなく転

出、死亡、入院等の理由も含めて退所した

人数となります。

表に但し書きを記述し、わかりやすくしま

す。

７ 39 ３９P①令和元年度施設入所者数と２

８P の令和元年度入所者数、５３P サ

ービスの見込量施設入所支援の人数

と３９Pの①施設入所者数のバランス

は正しいか。

２８P、３９P 施設入所者数（支援）につい

て令和元年度施設入所者数を下記のとお

り修正します。

誤）１０１人

正）９９人

また、５３P と３９P の入所者数のバラン

スは正しいものです。

８ 64 手話奉仕員養成事業は１市４町で助

成金が出ているのか。

手話奉仕員養成事業は中部圏域１市４町

（倉吉市、三朝町、北栄町、湯梨浜町、琴

浦町）が委託費を支出しております。当該

事業は鳥取県聴覚障がい者協会へ委託し、

実施しています。

９ 65 訪問入浴サービスは６５歳以下の方

が対象か。

サービスの対象者は身体障害者手帳の交

付を受けている重度身体障がい児・者で単

身では入浴が困難で訪問入浴が必要と福

祉事務所長が認める 65 歳未満の方となっ

ております。
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（資料）関係施設及び事業所(市内)

【相 談機 関 】

【相 談支 援 事業 所】

【聴 覚障 が いに 関す る 機関 】

機関名 所在地 電 話 備 考

倉吉市健 康福祉部 福祉課 堺町２ 丁目 253-1
22-8118

障がい 者
22-7020(FAX)

倉吉市健 康福祉部 子ども家庭課 堺町２ 丁目 253-1
22-8220

障がい 児
22-8135(FAX)

中部総合 事務所（ 保健所）

中部福祉 保健局
東巌城 町２

23-3127

23-4803(FAX)

中部身体 障害者更 生相談所

中部知的 障害者更 生相談所
東巌城 町２

23-3124

23-4803(FAX)

倉吉児童 相談所 宮川町 2 丁目 36
23-1141

23-6367(FAX)

『 エール』 発達障がい 者支援セ ンター みどり 町 3564-1
22-7208

22-7209(FAX)

施設名 所 在地 電 話 一般

特定

障 が

い 者

障 が

い 児

中部障が い者地域 生活

支援セン ター
山 根 43

26-2346
○ ○

26-2346(FAX)

倉吉市障 がい者地 域生活

支援セン ターはっ ぴい
瀬 崎町 2714-1

22-6239
○ ○

23-7122(FAX)

障害者支 援センタ ーくらよし 住 吉町 37-1
23-8455

○ ○
23-8456(FAX)

障がい者 サポート センター

敬仁
山 根 55-39

26-0480
○

26-0483(FAX)

相談支援 センター 絆 金 森町３８ －１
24-5229

○ ○
24-5229(FAX)

相談支援 事業所え ん
堺 町 2 丁目

239-87

27-2777
○ ○

27-2778(FAX)

施設名 所在地 電 話 備 考

鳥取県中 部聴覚障 がい者センタ ー 葵町 724-15

27-2355 相 談、手話

通 訳・要約

筆 記派遣
27-2360(FAX)
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【就 労機 関 】

【教育機関】

【権 利擁 護 に関 する 機 関】

【 施設入 所 支援 】

施 設名 所在地 電 話 備 考

倉吉公共 職業安定 所
駄経寺 町 2 丁 目

15

23-8609
就労 の相談

22-6494(FAX)

産業人材 育成セン ター倉吉校 福庭町 2 丁目 1
26-2247

職業 訓練
26-2248(FAX)

障害者就 業・生活支援セ ンターく らよし 住吉町 37-1
23-8448 就労 ・生活

の相 談23-8456(FAX)

施設名 所在地 電 話 備 考

倉吉養護 学校 長坂新 町 1231
28-3500

28-1144(FAX)

施設名 所在地 電 話 備 考

倉吉市障 がい者虐 待防止センタ ー

（倉吉市 福祉課）
堺町２ 丁目 253-1

22-2733 夜間（宿直 ）

22-811122-7020(FAX)

県障がい 者権利擁 護センター

（中部総 合事務所 福祉保健局）
東巌城 町２

23-3124

23-4803(FAX)

中部成年 後見支援 センター

（ミット レーベン ）
駄経寺 町 2 丁目 15-1

2２-8900 成 年 後 見 制

度の相 談22-8901(FAX)

あんしん 相談支援 センター

（倉吉市 社会福祉 協議会）
福吉町 1400

24-6265 成 年 後 見 ・ 日

常 生 活 自 立 支

援 事 業 の 相 談
22-5249(FAX)

施設名 定員 所在地 電 話 備 考

みのりサ ングリー ン 31 和田東町 914-58
22-1068

22-1077(FAX)

ヴェルヴ ェチア 50 大宮 451-1
28-6781

28-6775(FAX)

サンジュ エリー 30 福守町 452
29-5778

29-5738(FAX)

敬仁会館 65 山根 55-39
26-0480

26-0483(FAX)

希望の家 38 みどり町 3576-1
22-2978

47-6738(FAX)

若竹の家 26 みどり町 3576-1
22-2978

47-6738(FAX)

トーゲン 倉吉 40 寺谷 331
22-0211

22-0212(FAX)
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【宿 泊型 自 立訓 練】

【生 活介 護 】

施設 名 定員 所在地 電 話 備 考

宿泊型自 立訓練事 業所あずさ 42 山根 43
26-4520

26-4528(FAX)

施設名 定員 所在地 電 話 備 考

みのりサ ングリー ン 31 和田東町 914-58
22-1068

22-1077(FAX)

ヴェルヴ ェチア 50 大宮 451-1
28-6781

28-6775(FAX)

サンジュ エリー 30 福守町 452
29-5778

29-5738(FAX)

敬仁会館 100 山根 55-39
26-0480

26-0483(FAX)

希望の家 40 みどり町 3576-1
22-2978

47-6738(FAX)

若竹の家 30 みどり町 3576-1
22-2978

47-6738(FAX)

トーゲン 倉吉 40 寺谷 331
22-0211

22-0212(FAX)

ボン・シ ャンス 14 福庭町 1 丁目 365-2
26-7530

26-6102(FAX)

コミュニ ティーハ ウス楽 6 上井町 1 丁目 12
24-5066

24-5066(FAX)

共生ホー ムこころ 10 堺町 2 丁 目 239-87
27-2777

27-2778(FAX)

もなみ 6 堺町 2 丁 目 239-38
24-5527

24-5528(FAX)

倉 吉 市 社 会 福 祉 協 議 会 障 害 者 総 合 支

援 基 準 該 当 生 活 介 護 事 業 所
30 関金町関 金宿 1115-2

45-3800
基準該 当

45-2533(FAX)
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【就 労継 続支 援 A 型 】

【就 労継 続支 援 B 型 】

【就 労移 行 支援 】

施設名 定員 所在地 電 話 備 考

ふれあい 19
東巌城町 213-1

上灘ビル １F

24-5744

24-5743(FAX)

施設名 定員 所在地 電 話 備 考

向山ブル ースカイ 20 和田東町 914-58 の 2
22-8778

22-8776(FAX)

ライトビ ア 20 清谷町 1 丁目 254-2
26-4228

27-0775(FAX)

ボン・シ ャンス 26 福庭町 1 丁目 365-2
26-7530

26-6102(FAX)

もなみ 14 堺町 2 丁 目 239-38
24-5527

24-5528(FAX)

白壁倶楽 部 10 魚町 2540-1
24-5753

24-5808(FAX)

夢倉 10 魚町 2529
47-1077

ワークサ ポート敬 仁会館 54 山根 55-39
26-0480

26-0483(FAX)

つつじ作 業所 20 みどり町 3576-1
22-2978

47-6738(FAX)

ワークサ ポートあ したば 20 山根 55
26-0577

26-3948(FAX)

はーとぴ あ創造 20 八屋 301-1
26-6730

26-6730(FAX)

コミュニ ティーハ ウス楽 14 上井町 1 丁目 12
24-5066

24-5066(FAX)

あずさパ ン工房 14 上井町 1 丁目 52-1
26-6960

26-6960(FAX)

ワークス くらよし 20 関金宿 2710-1
45-6091

45-6092(FAX)

すけっち 20 上井町１ 丁目７-１ ８
24-6024

24-6038(FAX)

施設名 定員 所在地 電 話 備 考

あずさパン工房 6 上井町 1 丁目 52-1
26-6960

26-6960(FAX)

ワークサポート敬仁会館 6 山根 55-39
26-0480

26-0483(FAX)
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【共 同生 活 援助 （グ ル ープ ホー ム） 】

施設名 定員 所在地 電 話 備 考

はあとハ ウス敬仁 5 山根 429-3 26-5532

敬仁会館

はあとハ ウスすば る 5 上井 55-4 26-9601

はあとハ ウスこす もす 3 上井 60-20 26-9078

はあとハ ウス上井 １０１ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 １０２ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ２０１ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ２０２ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ３０１ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ３０２ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ４０１ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ４０２ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ５０１ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス上井 ５０２ 5 上井 19-1 26-7580

はあとハ ウス山根 １ 5 山根 537-3 2６ -2825

はあとハ ウス山根 ２ 5 山根 537-3 2６ -2823

ホーム虹 4 上余戸 556 26-0990

和

ホーム雛 6 宮川町 159-63 22-1230

ホーム太 陽 5 堺町 2 丁 目 239-56 22-8988

ホームや まと 7 堺町 2 丁 目 239-8 23-6555

ホームか がやき 5 堺町 2 丁 目 239-57 23-7177

ホームの ぞみ 10 越中町 1578-3 24-5775
和

ホーム夢 6 越中町 1578-3 24-5775

グループ ホームみ どり 5 みどり町 3200-9 22-0155

希望の家グループ ホームた きがわ 6 関金町関 金宿 1448-8 45-1045

グループ ホームせ きがね 6 関金町関 金宿 1448-8 45-2105

第 1 ハピ ネス A 棟 10 山根 415-3 26-8131

仁厚会

第 1 ハピ ネス B 棟 10 山根 415-3 26-8132

第 2 ハピ ネス 3 山根 404-4 26-7620

第 3 ハピ ネス 3 山根 402-3 26-9294

第 5 ハピ ネス 14 上井 32-1 26-6092

グループ ホームあ かね 4 関金町関 金宿 199 45-2650 あかね
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【短期入所】

※定員の（-）は空床型

施 設名 定員 所在地
電 話

FAX

身 体 障

が い

知 的 障

が い

精 神 障

が い

障 が

い 児
備 考

み の り サン グ リ ー ン -
和田 東町

914-58

22-1068
○ ○

22-1077

サンジ ュエリー 短

期入所
2 福守 町 452

29-5778
○

29-5738

ショー トステイ 敬

仁会館
5

山根

55-39

26-0480
○ ○ ○

26-0483

希望の 家 -
みど り町

3576-1

22-2978
○ ○ ○

47-6738

若竹の 家 2
みど り町

3576-1

22-2978
○ 〇 ○

47-6738

トーゲ ン倉吉 - 寺谷 331
22-0211

○ ○ ○ ○
22-0212

共生ホ ームここ ろ 4
堺町 2 丁目

239-87

27-2777
○ ○ 〇 ○

27-2778

ショー トステイ あ

ずさ
- 山根 43

26-4520
〇

26-4528

ショー トステイ

ル・ソ ラリオン
- 山根 55-3

26-0115
○

26-0116

ユ ニ ッ ト 型 シ ョ ー ト ス

テ イ ル ・ ソ ラ リ オ ン
- 山根 55-3

26-0115

○
26-0116

老 人 保 健 施 設 の じ ま 指

定 短 期 入 所 事 業 所
-

瀬崎 町

2714-1

23-7100
○ ○ ○

23-7101

藤井政 雄記念病 院 - 山根 43-1
26-2111

○ ○ 〇 ○
26-2112

皆成学 園 -
みど り町

3564-1

22-7188
○

22-7189

ホーム ボンシャ ン

ス
1

堺町 二丁目

239-87

27-2777
○ ○ 〇 ○

27-2778

鳥取県 立厚生病 院 -
東昭 和町

150

22-8181
○

22-1350

グルー プホーム 希

望の家
1

みど り町

3576-1

22-2978
○ ○ 〇 ○

47-6738

ホーム もなみ -
越中 町

1578-3

24-5775
○ ○ 〇 ○

24-5776
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【障 害児 入 所施 設】

【児童発達支援】

【放課後等デイサービス】

施設名 定 員 所在地
電 話

FAX
備 考

皆成学園 65
みどり 町

3564-1

22-7188

22-7189

施設名 定員 所在地
電 話

FAX
備 考

倉吉東こ どもの発 達

デイサー ビスセン ター
８ 上井 781-1

48-1605

48-1606

皆成学園

（わいわ いランド ）
10

みどり 町

3564-1

22-7188

22-7189

中部療育 園

（ぐんぐ ん）
10 上井 503-1

27-0780
医療型

27-0781

こ こ ろ の デ イ ケ ア 虹 の

森
10 八屋 203-7

27-1811

27-1812

スイッチ ーズ 10
広栄町 889-9

２Ｆ

27-0083

27-0085

施設名 定員 所在地
電 話

FAX
備 考

倉吉東こ どもの発 達

デイサー ビスセン ター
10 上井 781-1

48-1605

48-1606

中部療育 園

（もこも こ塾）
10 上井 503-1

27-0780

27-0781

こ こ ろ の デ イ ケ ア 虹 の

森
10 八屋 203-7

27-1811

27-1812

After school fam 和

田
10 和田 464-1

27-0097

33-4131

スイッチ ーズ 10
広栄町 889-9

２Ｆ

27-0083

27-0085

放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス

みらい倉 吉
10 見日町 600

24-6663

24-6556
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【保 育所 等訪 問支 援 】

【居宅介護】

施設名 所在地
電 話

FAX
備 考

倉吉東こ どもの発 達

デイサー ビスセン ター
上井 781-1

48-1605

48-1606

スイッチ ーズ 広栄町 889-9 ２Ｆ
27-0083

27-0085

施設 名 所 在地
電 話

FAX

居宅

介護

重度

訪問

同行

援護

行動

援護

障 が

い 児
備考

ホームヘ ルパース テ

ーション せいわ
上井 300

26-5212
○ ○ ○ ○

47-4766

(医)十字会 訪 問介護

ステーシ ョンのじ ま

瀬﨑 町

2714-1

23-7107
○ ○ ○ ○ ○

23-7122

ホームヘ ルプセン タ

ーマグノ リア

上井 町 1 丁

目 2-1

26-3922
○ ○ ○

26-3923

ニチイケ アセンタ ー

倉吉

東巌 城町

120-1

47-6347
○ ○ ○ ○

47-6348

ヘルパー ステーシ ョ

ン蔵まち

東巌 城町

219

24-0371
○ ○ ○ ○

24-0372

訪問介護 のぞみ
下余 戸

161-1

24-6995
○ ○

24-6994

（株）絆
福吉 町 2 丁

目 1533-6

24-5229
○ ○ ○

24-5229

ヘルパー ステーシ ョ

ンわのわ

堺町 2 丁目

239-87

27-2777
○ ○ ○ ○

基準

27-2778 該当
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【移動支援事業(地域生活支援事業)】

施設 名 所在地
電 話

FAX

身体障

がい

知的障

がい

精 神障

がい

障が

い児
備 考

ホームヘ ルパース テ

ーション せいわ
上井 300

26-5212
○ ○ ○

47-4766

(医)十字会 訪 問介護

ステーシ ョンのじ ま

瀬埼町

2714-1

23-7107
○

23-7122

ホームヘ ルプセン タ

ーマグノ リア

上井町 1 丁

目 2-1

26-3922
○

26-3923

ニチイケ アセンタ ー

倉吉

東巌城 町

120-1

47-6347
○ ○ ○ ○

47-6348

ヘルパー ステーシ ョ

ン蔵まち
幸町 529

24-0371
○ ○ ○ ○

車両 移

送 可24-0372

訪問介護 のぞみ
下余戸

161-1

24-6995
○

24-6994

ヘルパー ステーシ ョ

ンわのわ

堺町 2 丁目

239-87

27-2777
○ ○ ○ ○

27-2778

（株）絆
福吉町 2 丁

目 1533-6

24-5229
○ ○ ○ ○

24-5229

移動支援 虹 馬場町 145
22-9178

○ ○ ○
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【日中一時支援事業(地域生活支援事業)】

施 設名 所 在地
電 話

FAX

身 体障

が い

知的障

がい

精神 障

がい

障 が

い 児
備考

敬仁会館
山根

55-39

26-0480
○ ○ ○

26-0483

皆成学園
みどり 町

3564-1

22-7188
○

22-7189

ボン・シ ャンス
福庭町 1 丁

目 365-2

26-7530
○

26-6102

サンジュ エリー 福守町 452
29-5778

○
29-5738

倉吉スタ ーガーデ ン 福守町 491
28-5801

○
28-3173

希望の家
みどり 町

3576-1

22-2978
○ ○ ○

47-6738

関金ラジ ューム

デイサー ビスセン ター

関金町 関金

宿 259-1

45-1168
○ ○ ○

45-1568

デイサー ビスセン ター

ひかり

清谷町 1 丁

目 254-1

26-4228
○ ○ ○ ○

27-0775

寿々
山根

585-1

24-5991
〇 〇 〇 ○

24-5992

共生ホー ムこころ
堺町 2 丁目

239-87

27-2777
〇 〇 ○

27-2778

もなみ
堺町 2 丁目

239-38

24-5527
〇 〇 〇 ○

24-5528

デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー

マ グノリア

上井町 １丁

目 2-1

26-3922
〇 〇 〇

26-3923

トーゲン 倉吉 寺谷 331
22-0211

〇 〇 〇
22-0212

デイサ ービスは るかぜ 小田 717
24-6960

〇 〇 〇
24-6961

（株）絆
福吉町 2 丁

目 1533-6

24-5229
〇 〇 〇 ○

24-5229

デイサー ビスそら いろ
幸町

532-1

27-0820
〇 〇

27-0821

そるて
東巌城 町

442-16

38-9055
〇

38-9055
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【訪問入浴サービス】

【障がい福祉関係団体】

施設名 所 在地
電 話

FAX
備 考

はるす

上 井 213-4

あ っ ぷ る ビ ル 101

号

27-4018

・訪問入 浴サービ ス
27-4028

施設 名 所在地
電 話

FAX
備 考

倉吉市身 体障害者 福祉協会
福吉 町 1400

倉吉 市社会福 祉協議 会内

22-5248

22-5249

倉吉市手 をつなぐ 育成会
福吉 町 1400

倉吉 市社会福 祉協議 会内

22-5248

22-5249

倉吉市精 神障がい 者家族会
福吉 町 1400

倉吉 市社会福 祉協議 会内

22-5248

22-5249

特定非営 利法人鳥 取県自閉

症協会
鳥取 市瓦町 601

(0857)30-2776

(0857)30-2785

倉吉市肢 体不自由 児・者父母

の会

堺町 ２丁目 253-1

倉吉 市役所福 祉課内

22-8118

22-7020

鳥取県中 部ろうあ 協会
湯梨 浜町宇谷 １２３ １-３

戸羽 伸一 FAX 34-2044
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（資 料） 日常 生活 用 具一 覧

区

分
種 目 障 がい及び程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

給

付

特殊寝 台 下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級及び 難病患者 等

(寝 たきりの 状態にあ る者)

1 8 歳

以 上

腕、 脚等の訓 練のでき る器 具を附帯

し、 原則とし て使用者 の頭 部及び脚

部の 傾斜角度 を個別に 調整 できる機

能を 有するも の。

８年

特殊マ ッ

ト

下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級及び 難病患者 等

(寝 たきりの 状態にあ る者)

18歳

未 満

失 禁等によ る汚染又 は損耗を防 止で

き る機能を 有するも の。

５年

下肢 又は体幹 機能障が い１級

(常 時介護を 要する者 に限る 。)

18歳

以 上

療育 手帳Ａ又 はＢ ３ 歳

以 上

エアマ ッ

ト(褥 瘡

防止マ ッ

ト)

下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級及び 難病患者 等

(褥 瘡の予防 が必要な 者に限

る)

18歳

以 上

褥 瘡の防止 機能を有 するもの。 (エア

マ ットまた は除圧マ ット(高 密度ウレ

タ ンフォー ム等の特 殊な素材に より

体 圧分散を 行うもの ))

５年

特殊尿 器 下肢 又は体幹 機能障が い１級

又は 難病患者 で自力で 排尿で

きな い者（常 時介護を 要する

者に 限る。）

学 齢児

以 上

尿が 自動的に 吸引され るも ので、障

がい 者（児） 及び難病 患者 等又は介

護者 が容易に 使用し得 るも の。

５年

入浴担 架 下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級（入 浴に当た って、

家族 等他人の 介助を要 する者

に限 る。）

３ 歳

以 上

障が い者（児 ）を担架 に乗 せたまま

リフ ト装置に より入浴 させ るもの。

５年

体位変 換

器

下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級及び 難病患者 （下着

交換 等に当た って、家 族等他

人の 介助を要 する者に 限る。）

学 齢児

以 上

介助 者が障が い者の体 位を 変換させ

るの に容易に 使用し得 るも の。

５年

移動用 リ

フト

下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級及び 難病患者

３ 歳

以 上

介護 者が障が い者（児 ）又 は難病患

者等 を移動さ せるに当 たっ て、容易

に使 用し得る もの。た だし 、天井走

行型 その他住 宅改修を 伴う ものを除

く。

７年

訓練い す 下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級

３歳

以上

18 歳

未満

原則 として付 属のテー ブル をつける

もの とする。

５年
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区

分
種 目 障 がい及び程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

給

付

訓練用 ベ

ット

下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級及び 難病患児

３ 歳 以

上 18

歳未満

腕又 は足の訓 練ができ る器 具を備え

たも の。

８年

入浴補 助

用具

下肢 又は体幹 機能障が い者又

は難 病患者等 であって 、入浴

に介 助を必要 とする者

３ 歳

以 上

入浴 時の移動 、座位の 保持 、浴槽へ

の入 水等を補 助でき、 障が い者(児)

及び 難病患者 等又は介 助者 が容易に

使用 し得るも の。ただ し、 設置に当

たり 住宅改修 を伴うも のを 除く。

８年

便器 下肢 又は体幹 機能障が い1級

又は ２級及び 難病患者 等で常

時介 護を要す る者

３ 歳

以 上

障が い者(児 )又は難 病患者等 が容易

に使 用し得る もの 。(手す りをつけ る

こと ができる 。)ただし 、取替えに 当

たり 住宅改修 を伴うも のを 除く。

８年

T字状・

棒状つ え

平衡 機能又は 下肢若し くは体

幹機 能に障が いを有し 、必要

と認 められる 者

学 齢 児

以 上

移動 するに当 たって、 容易 に使用し

得る もの。

３年

歩行支 援

用具

平衡 機能又は 下肢若し くは体

幹機 能に障が いを又は 難病等

の疾 患を有し 、家庭内 の移動

等に おいて介 助を必要 とする

者

3歳

以 上

おお むね次の ような性 能を 有する手

すり 、スロー プ等であ るこ と。

ア障 がい者(児)又は 難病患者 等の身

体機 能の状態 を十分踏 まえ たもので

あっ て、必要 な強度と 安定 性を有す

るも の。

イ転 倒防止 、立 ち上がり 動作の補 助 、

移動 動作の補 助、段差 解消 等の用具

とす る。ただ し、設置 に当 たり住宅

改修 を伴うも のを除く 。

８年

頭部保 護

帽

平衡 機能又は 下肢若し くは体

幹機 能に障が いを有し 、必要

と認 められる 者

― ヘル メット型 で転倒の 際に 頭部を保

護で きる性能 を有する もの 。

３年

療育 手帳Ａ又 はＢでて んかん

の発 作により 頻繁に転 倒する

者

精神 障害者保 健福祉手 帳所持

者で 頻繁に転 倒する者

特殊便 器 上肢 障がい1級又は ２級 学 齢児

以 上

足踏 ペダルに て温水温 風を 出し得る

もの 及び知的 障がい者 （児 ）を介護

して いる者が 容易に使 用し 得るもの

で温 水温風を 出し得る もの 。ただ し 、

取替 えに当た り住宅改 修を 伴うもの

を除 く。

８年

療育 手帳Ａ又 はＢで訓 練を行

って も自ら排 便後の処 理が困

難な 者

学 齢児

以 上
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区

分
種 目 障 がい及び程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

給

付

火災警 報

器

障が い等級1級又は ２級（火災

発生 の感知及 び避難が 著しく

困難 な障がい 者のみの 世帯及

びこ れに準ず る世帯）

― 室内 の火災を 煙又は熱 によ り感知

し、 音又は光 を発し屋 外に も警報ブ

ザー で知らせ 得るもの 。

８年

療育 手帳Ａ又 はＢ（火 災発生

の感 知及び避 難が著し く困難

な障 がい者の みの世帯 及びこ

れに 準ずる世 帯）

―

精神 障害者保 健福祉手 帳１級

又は ２級（火 災発生の 感知及

び避 難が著し く困難な 障害者

のみ の世帯及 びこれに 準ずる

世帯 ）

自動消 火

器

障が い等級１ 級又は２ 級（火

災発 生の感知 及び避難 が著し

く困 難な障が い者のみ の世帯

及び これに準 ずる世帯 ）

― 室内 温度の異 常上昇又 は炎 の接触で

自動 的に消火 液を噴射 し、 初期火災

を消 火し得る もの。

８年

療育 手帳Ａ又 はＢ（火 災発生

の感 知及び避 難が著し く困難

な障 がい者の みの世帯 及びこ

れに 準ずる世 帯）

―

精神 障害者保 健福祉手 帳１級

又は ２級（火 災発生の 感知及

び避 難が著し く困難な 障がい

者の みの世帯 及びこれ に準ず

る世 帯）

電磁 調理

器

視 覚障が い1級又 は２級（盲人

の みの世 帯及びこ れに準ずる

世 帯） 18歳

以 上
障が い者が容 易に使用 し得 るもの。

６年療 育手帳 Ａ又はＢ

精神 障害者保 健福祉手 帳１級

又は ２級

歩行時 間

延長信 号

機用小 型

送信機

視覚 障がい1級又は ２級 学 齢児

以 上

視覚 障がい者 が容易に 使用 し得るも

の。

10年
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区

分
種 目 障がい及び 程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

給

付

聴 覚 障 が

い 者 用 屋

内 信 号 装

置

聴覚 障がい1級又は ２級（聴覚

障が い者のみ の世帯及 びこれ

に準 ずる世帯 で日常生 活上必

要と 認められ る世帯）

学 齢児

以 上

音 、声音等 を触覚 、視覚等 により知 覚

で きるもの 。

10年

聴覚 障がい児 ・者であ って、

音の 感知がで きにくい 者

時 間を振動 により伝 える時計。 5 年

透析液 加

温器

腎臓 機能障が い1級 から ３級

で自 己連続携 行式腹膜 灌流法

（CAPD） による透析 療法を

行う 者

３ 歳

以 上

透析 液を加温 し、一定 温度 に保つも

の。

５年

ネブラ イ

ザー

呼吸 器機能障 がい1級か ら３

級又 は同程度 の身体障 がい又

は難 病等の疾 患であっ て、医

師の 意見書等 により必 要と認

めら れる者

学 齢児

以 上

障が い者又は 難病患者 等が 容易に使

用し 得るもの 。

５年

電気式 た

ん吸引 器

呼吸 器機能障 がい1級か ら３

級又 は同程度 の身体障 がい又

は難 病等の疾 患であっ て、医

師の 意見書等 により必 要と認

めら れる者

― 障が い者又は 難病患者 等が 容易に使

用し 得るもの 。

５年

酸素ボ ン

ベ運搬 車

医療 保険にお ける在宅 酸素療

法を 行う者

18歳

以 上

障が い者が容 易に使用 し得 るもの。 10年

盲人用

体温計

(音声 式)

視覚 障がい1級又は ２級 学 齢児

以 上

視覚 障がい者 が容易に 使用 し得るも

の。

５年

盲人用

体重計

視覚 障がい１ 級又は２ 級 学 齢児

以 上

視覚 障がい者 が容易に 使用 し得るも

の。

５年

盲人用

血圧計

(音声 式)

視覚 障がい１ 級又は２ 級 18歳

以 上

視覚 障がい者 が容易に 使用 し得るも

の。

５年

携帯用 会

話補助 装

置

音声 言語機能 障がい又 は肢体

不自 由者であ って、発 声、発

語に 著しい障 がいを有 する者

学 齢児

以 上

携帯 式で、こ とばを音 声又 は文章に

変換 する機能 を有し、 容易 に使用し

得る もの。

５年

情報・ 通

信支援 用

具

視覚 障がい又 は上肢機 能障が

い1級又は ２級

16歳

以 上

障が い者向け のパーソ ナル コンピュ

ータ ー周辺機 器やアプ リケ ーション

ソフ ト

５年
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区

分
種目 障 がい及び程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

給

付

点字デ ィ

スプレ イ

視 覚障が い１級又 は２級の身

体 障がい 者であっ て、必要と

認 められ る者

16歳

以 上

文字 等のコン ピュータ の画 面情報を

点字 等により 示すこと ので きるも

の。

６年

点字器 視覚 障がい1級又は ２級 学 齢児

以 上

視覚 障がい者 が容易に 使用 し得るも

の。

７年

(携帯

型は

５年)

点字タ イ

プライ タ

ー

視覚 障がい１ 級又は２ 級 学 齢児

以 上

視覚 障がい者 が容易に 使用 し得るも

の。

５年

視覚障 が

い者ポ ー

タブル レ

コーダ ー

視覚 障がい１ 級又は２ 級 学 齢児

以 上

録音 再生機、 再生専用 機、 テープレ

コー ダーで視 覚障がい 者が 容易に使

用で きるもの 。

６年

視覚障 が

い者用 活

字文書 読

上げ装 置

視覚 障がい１ 級又は２ 級 学 齢児

以 上

文 字情報を 暗号化し た情報を読 み取

り 、音 声信号に 変換して出 力する機 能

を 有するも ので 、視覚障が い者が容 易

に 使用し得 るもの 。（もの しりトー ク 、

ア イタッチ トークを 含む。）

６年

視覚障 が

い者用 拡

大読書 器

視覚 障がい者 であって 、本装

置に より文字 等を読む ことが

可能 になる者

学 齢児

以 上

画像 入力装置 を読みた いも の（印刷

物等 ）の上に 置くこと で、 簡単に拡

大さ れた画像 （文字等 ）を モニター

に映 し出せる もの。

８年

盲人用 時

計

視覚 障がい１ 級又は２ 級 学 齢児

以 上

視覚 障がい者 が容易に 使用 し得るも

の。

５年

聴覚障 が

い者用 通

信装置

聴覚 障がい者 又は発声 ・発語

に著 しい障が いを有す る者で

あっ て 、コ ミュニケ ーション 、

緊急 連絡等の 手段とし て必要

と認 められる 者

学 齢児

以 上、

た だし

② につ

い ては

16歳以

上

①一 般の電話 に接続す るこ とがで

き、 音声の代 わりに文 字等 により通

信が 可能な機 器であり 、障 がい者が

容易 に使用で きるもの 。

②テ レビ電話 機能を有 する 携帯電

話。

５年

聴覚障 が

い者用 情

報受信 装

置

聴覚 障がい者 であって 、本装

置に よりテレ ビの視聴 が可能

にな る者

― 字幕 及び手話 通訳付きの 聴覚障が い

者用 番組並び にテレビ番 組に字幕 及

び手 話通訳の 映像を合成 したもの を

画 面に出力 する機能 を有し 、かつ 、災

害時 の聴覚障 がい者向け 緊急信号 を

受 信するも ので 、聴覚障が い者が容 易

に使用し 得るもの 。

６年
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区

分
種 目 障 がい及び程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

給

付

人工喉 頭 音声 障がい者 であって 、本装

置に より声の 発生が可 能にな

る者

― ①呼 気により ゴム等の 膜を 振動させ

ビニ ール等の 管を通じ て音 源を口腔

内に 導き構音 化するも の（笛式 ） ま

たは

②顎 下部等に あてた電 動板 を駆動さ

せ経 皮的に音 源を口腔 内に 導き構音

化す るもの（ 電動式）

笛式

４年

電動

式５

年

点字図 書 主に 、情報の 入手を点 字によ

って いる視覚 障がい者

― 点字 により作 成された 図書 。月刊、

週刊 等で発行 される雑 誌を 除く。年

間6タイトル 又は24巻 を限度と す

る 。(但し 、辞 書等一括購 入しなけ れ

ばな らないも のを除く 。)

―

ストー マ

用装具

（紙お む

つ等）

スト ーマ造設 者

高度 の排便機 能障がい 者、脳

原性 運動機能 障がいか つ意思

表示 困難者、 高度の排 尿機能

障が い者

―

紙 お む

つ に つ

い て は

3歳

以 上

①低 刺激性の 粘着剤を 使用 した密封

型又 は下部開 放型の収 納袋 とする

（蓄 便袋）

②低 刺激性の 粘着剤を 使用 した密封

型の 収納袋で 尿処理用 のキ ャップ付

とす る（蓄尿 袋）

③ その他ス トマ造設 者が必要と する

付 属品

―

収尿器 高度 の排尿機 能障がい 者 ― 男性 用は採尿 器と蓄尿 袋で 構成し、

尿の 逆流防止 装置をつ ける ものとす

る。

１年

居宅生 活

動作補 助

用具

下肢 、体幹ま たは移動 機能障

がい ３級以上 又は難病 患者等

で、 必要であ ると認め られた

者

学 齢児

以 上

障 がい者又 は難病患 者等が現に 居住

す る住宅に ついて 、身体の状 況 、住 宅

の 状況等を 勘案して 必要と認め る場

合 、次 に掲げる 用具で設置 に小規模 な

住 宅改修を 伴うもの 。

（ １）手す りの取付 け

（ ２）段差 の解消

（ ３ ）滑り防止 及び移動の 円滑化等 の

た めの床又 は通路面 の材料の変 更

（ ４）引き 戸への扉 の取替え

1回

視覚障 が

い者用 音

声通信 装

置

視覚 障がい1級又は ２級 16歳

以 上

文章 ・文字を 音声に変 換す る機能を

有す る携帯電 話

５年
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区

分
種 目 障がい及び 程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

給

付

視 覚 障 が い

者 用 地 上 デ

ジ タ ル 対 応

ラ ジ オ

視覚 障がい1級又は ２級 ― テレ ビの地上 デジタル 放送 の音声を

受信 できるラ ジオで、 視覚 障がい者

が容 易に使用 し得るも の

6年

動 脈 血 中 酸

素 飽 和 度 測

定 器 （ パ ル

ス オ キ シ メ

ー タ ー ）

人工 呼吸器の 装着が必 要な者 ― 呼吸 状態を継 続的にモ ニタ リングす

るこ とが可能 な機能を 有し 、難病患

者等 が容易に 使用し得 るも の。

5年

人 工 内 耳

用 ス ピ ー

チ プ ロ セ

ッ サ ー

聴覚 障がい児 ・者であ って、

現に 人工内耳 を装着し ている

者（ 医療制度 が適用に ならな

い場 合のみ）

3歳

以 上

聴覚 障がい児 ・者が容 易に 使用し得

るも の。

5年

人 工 内 耳

用 電 池

聴覚 障がい児 ・者であ って、

現に 人工内耳 を装着し ている

者

3歳

以 上

聴覚 障がい児 ・者が容 易に 使用し得

るも の。

―

人 工 内 耳

用 充 電 器

聴覚 障がい児 ・者であ って、

現に 人工内耳 を装着し ている

者

3歳

以 上

聴覚 障がい児 ・者が容 易に 使用し得

るも の。－＋

10年

人 工 内 耳

用 充 電 池

聴覚 障がい児 ・者であ って、

現に 人工内耳 を装着し ている

者

3歳

以 上

聴覚 障がい児 ・者が容 易に 使用し得

るも の。

1年

人 工 内 耳

用 イ ヤ ー

モ ー ル ド

聴覚 障がい児 ・者であ って、

現に 人工内耳 を装着し ている

者

3歳

以 上

聴覚 障がい児 ・者が容 易に 使用し得

るも の。

―

人 工 内 耳 用

マ イ ク ロ ホ

ン カ バ ー

聴覚 障がい児 ・者であ って、

現に 人工内耳 を装着し ている

者

3歳

以 上

聴覚 障がい児 ・者が容 易に 使用し得

るも の。

１年

補 聴 器・人

工 内 耳 用

乾 燥 機

①聴 覚障がい 児・者 であって 、

現に 補聴器・ 人工内耳 を装着

して いる者

②難 聴児への 補聴器購 入助成

事業 により助 成をうけ 、現に

補聴 器を装用 している 者

① 3歳

以 上

② 学齢

児 以

上 、１

８ 歳を

迎 える

年 度ま

で

聴覚 障がい児 ・者が容 易に 使用し得

るも の。

3年
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注意１ 乳幼児 期以前 の非 進行性の 脳病変に よる運動 機能障が いの場合は 、表中 の上肢・下

肢又は体 幹機能 障がいに準じ て取扱う ものとす る。

２ 聴 覚障がい 者用屋内信号 装置には サウン ドマスタ ー、聴 覚障がい者用 目覚時計 、聴

覚障 がい者用 屋内信号 灯も 含む。

区

分
種 目 障がい及び 程度

対象

年齢
性能

耐用

年数

補聴器用

電池

①聴覚障がい者であって、現

に補聴器を装用している者

②難聴児への補聴器購入助

成事業により助成をうけ、現

に補聴器を装用している者

① 3歳

以 上、

１ ８歳

を 迎え

る 年度

ま で

② 学齢

児 以

上 、１

８ 歳を

迎 える

年 度ま

で

補聴器に使用する電池※ただし、指

定業者から購入するものに限る

―

補聴器カ

バー（防

水用）

聴覚障がい者であって、現に

補聴器を装用している者

3歳

以上 、１

８歳を

迎える

年度ま

で

聴覚障がい児が容易に使用し得る

もの。

６ヶ

月

人工内耳

用カバー

（防水

用）

聴覚障がい児であって、現に

人工内耳を装用している者

3歳

以上 、１

８歳を

迎える

年度ま

で

聴覚障がい児が容易に使用し得る

もの。

―
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